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開議 午前０９時５７分

──────────────────────────────────

◎開議宣告

おはようございます。○議長（渡邊政 君）

少し時間前でございますけれども、皆さんおそろいでございますので、始めたいと思い

ます。

ただいまから、第２日目の会議を開きます。

ただいま出席している議員は１８名であります。定足数に達しておりますので、直ちに

本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。

──────────────────────────────────

◎日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。○議長（渡邊政 君）

会議録署名議員は、会議規則第１１９条の規定により、議長において指名いたします。

３番福原議員、４番安部議員、５番瀧川議員、以上３名を指名いたします。

──────────────────────────────────

◎日程第２ 一般質問

日程第２ 一般質問を行います。○議長（渡邊政 君）

質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

まず初めに、１１番中村忠士議員、質問者席にお着きください。

なお、質問は、一問一答方式でございます。

おはようございます。○１１番（中村忠士君）

通告に従いまして、３点にわたって質問をさせていただきます。

まず１点目ですけれども、沖縄米海兵隊移転訓練並びに普天間基地等の機能の移転につ

いてであります。

その一つとして、沖縄県の平和委員会は、これまでの県道１０４号線越え実弾砲撃演習

の全国５カ所での移転訓練について、実態の総集計を行い、同質・同量ではなく、増量・

異質であること、沖縄の負担軽減はうそであることなどを実証する資料を作成、１１月４

日に記者会見を行いました。

具体例として、射撃弾数について、沖縄では年平均１,８５３.１発であったものが、県

外訓練では年平均２,５５８.９発と、約１.４倍になっていること。沖縄では許されてい

なかった夜間訓練が、県外５カ所の演習場で延べ３８９日の訓練日数中２２４日間行わ

れ、訓練日数の実に約６割で夜間訓練が実施されたこと、さらに、移転訓練のための施設

建設及び輸送費用はこの１４年間で約１００億円が費やされ、全額、日本国民の血税から

賄われたこと、小火器実弾射撃は沖縄でもやっていたと住民をあざむいてきたこと。キャ

ンプ・ハンセンでは、陸軍複合射撃訓練施設が新設されるなど、新たな痛みが加わり、沖

縄の負担軽減はうそで、移転訓練に対する疑問や反対論を抑える単なる口実だったことな

どが改めて明らかにされました。

このような歴史的検証に対し、町長はこれを認めますか、または反論されますか。見解

を明らかにしていただきたいと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

おはようございます。○町長（水沼 猛君）



─ 4 ─

中村議員の一般質問にお答えを申し上げたいと思います。

まず、県道１０４号線越え実弾砲撃演習の全国５カ所への移転訓練についての実態につ

いての御質問がございました。

まず、議員の質問の中にありました１１月４日の沖縄県平和委員会、この団体が記者会

見をしたという報道につきまして、実は私は承知をしておりません。議員が具体例として

挙げられました数字がどこからどのようにまとめられ発表されたのかわからないわけであ

ります。本町といたしましても、全国５カ所における移転訓練時の射撃弾数及び夜間訓練

日数、この総数についても把握はしておりません。

また、この沖縄米海兵隊の移転訓練については、少なくとも沖縄県の金武町の負担軽減

には我々としてはつながっているものと考えております。沖縄の負担軽減はうそというこ

とを申されましたが、そういうことにつきましてはいかがなものかと考えているところで

ございます。

また、金武町の皆さん方が、沖縄の負担軽減はうそであるという判断をされているとす

れば、国においても、この移転訓練につきましては見直していただく、その必要もあるの

ではないかと考えております。

沖縄県平和委員会という団体がどのような検証をされて、どのような発表をしたのか、

私は承知をしておりませんので、そのような発表に対して、今認めるとか認めないとかの

見解をこの場で明らかにすることについてはできないというのが現状でございます。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

実際にやられた、記者会見が行われたということに関して、朝○１１番（中村忠士君）

日であるとか読売であるとか、そういう全国紙に載ったかどうかという確認は、私自身、

していませんけれども、沖縄タイムズにこういう記事があります。これは１１月５日の沖

縄タイムズでありますけれども、沖縄県平和委員会は４日、県庁で会見し、県道１０４号

線越え実弾砲撃演習の監視行動の結果を発表した。１９９７年から２０１０年までの１４

年間で計３８９日の調査期間中、３万５,８２４発の実弾が発射されたとして、事務局長

は年平均１３８％と、ペースを上回っているというような記事が載っています。

ということで、記者会見が行われたと。そして資料が発表されたということは事実であ

ります。町としても、私がこの通告をしたのは１週間以上前の通告でありますから、ぜひ

調べていただきたかったなというふうに、ちょっと残念に思うわけであります。

そこで、一つは、金武町の負担が軽減されたかどうかという問題を特に町長は今の答弁

の中でおっしゃられましたので、その点について言及したいというふうに思うのです。ぜ

ひその認識を持っていただきたいという思いでお話をさせていただきます。

一つは、この１０４号線越えの訓練はなくなりました。キャンプ・ハンセンでは事実、

なくなりました。なくなった後に、先ほど私の最初の質問の中でも申し上げましたけれど

も、陸軍の複合射撃訓練施設が建設されているのです。

私、議員有志で沖縄の調査をさせていただいたときに、金武町の役場にお邪魔して、そ

こでいろいろお話も聞きましたし、地図も見ました。その地図には、実際に射撃訓練場の

施設があることもちゃんと記されている地図を見てきましたのですが、そこでそういう施

設が新たにつくられている。しかも、危険性があるために、一たんつくられた施設を、金

武町の方々、キャンプ・ハンセンの周りの方々の反対で移転せざるを得ないという事態が

起こっているわけです。つまりそれほど危険な訓練が行われるようになったと。１５５ミ

リの砲撃訓練はなくなったけれども、新たな訓練施設がつくられて、そこで違った形の新
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たな危険な訓練がそこで開始されているということなのであります。

それから、陸軍複合射撃訓練施設だけではなくて、グリーンベレー、いわゆる特殊部隊

のライフルによる狙撃訓練場も新たに新設されました。長距離射撃訓練施設というふうに

呼ばれている施設であります。これは最大１,２００メートルの標的に向けた狙撃訓練が

できる施設で、移転訓練後も、こういう施設がつくられたことによって、金武町その他、

その周辺で流弾、流れ弾による事件が起こっている。それから、突破訓練での爆発音や連

射の銃声がとどろくと、こういう状態であるということであります。決して一つなくなっ

たものが、それで負担が軽減されたということでなくて、なくなった後にまた別な訓練が

開始されると、こういう状態であるということも実態としてつかんでおられたかどうか、

まずその点を改めてお聞きをしたいと思います。

それから、私どもが沖縄の金武町で視察をさせたいただいたときに、山火事がやはり連

続して起きている、決して少なくはなっていないという実態も聞いてきました。

それで、資料をちょっと取り寄せてみたのですけれども、これは沖縄全体でなのです

が、統計のとられている１９７２年から移転が行われる前の１９９６年まで２５年間に、

年平均約９３万８,０００平方メートルの山火事が起こっています。ちょっと端数を除く

と９３万平方メートルの米軍演習による原野火災が起こっていたのです。ではそれが少な

くなったか。県道越えの訓練がなくなったためにそれが減ったのかというふうに調べてみ

ると、１９９７年から２００９年までの１３年間の年平均の米軍による原野火災、これは

少なくなっていません。９８万平方メートルにふえているのです。このように、決して負

担は軽減していない。

金武町の問題でちょっと言及しますと、相変わらずこの火災が起きているために、消火

のためのヘリコプターが２機待機することになっていると。でも実際は１機しか運用され

ていなくて、ひどい火災のときに１機が応援に来るというような体制で、これ自体も金武

町の人たちは大変心配をしているわけですけれども、こういうふうに消火のためのヘリが

準備されているということは、山火事が減っていない、山火事がまだ起きているというこ

との証拠でありますから、そういう点で、その実態をつかんでおられるかということにつ

いて、改めてお聞きをしたいと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げます。○町長（水沼 猛君）

金武町１０４号線越えの訓練が移転されて、その分については軽減をされたということ

は、今、中村議員のほうからもお話がありました。

それと、その後に、いわゆる陸軍複合射撃訓練施設ができたと。その中で、新たな金武

町周辺の負担がふえたというお話でありました。

そのことにつきましては、当然、我々としては、移転の受け入れについては、国の方針

もありましたし、また、沖縄の過重な負担、これを少しでも解消できるようにということ

で、軽減ということで、我々は受け入れをいたしました。

そういう中で、新たなそういうことは、実態は把握しておりません。しかし、そういう

ことがあるとすれば、これは国のかかわる問題でありまして、国が沖縄の軽減のためにこ

れからどうしていくのかということを、それは国が一義的に考えるべきであると、そのよ

うに思っておりまして、言うまでもなく、我々としても沖縄の負担の軽減については、当

然それは国全体として考えるべきである、その方向には、考え方には我々は全く変わって

はおりません。
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以上であります。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

１０数年前に大論議があったわけですよ。そして町民に対する○１１番（中村忠士君）

説明会も行われた。その中で、沖縄の負担軽減になるのだから、別海町でも引き受けざる

を得ないのではないかと、こういうふうに説得したのは、一つは、そういう意味で、その

ことをのんで容認したのは議会でした。そこに町長もおられた。その採決に加わって、そ

して負担軽減になるのだと主張された。しかし、実態はそうではないということでありま

す。その実態を、そういう議決に加わって、その決定をしたという責任はあるわけですか

ら、その後どういうふうになろうと、それは全部国の責任だと、こういうことには決して

ならない。それは政治的な責任もあると私は思うのです。議会の責任もあると私は思いま

す。だから、その後の実態もきちっと調べて、あの移転が本当にその後、沖縄の負担軽減

になったのかという実態をしっかりつかんでいく必要があるのではないかというふうに思

います。その点、調べるかどうか、そういう点をちゃんと調査するかどうか、そういう責

任があると思うのですが、どうでしょうか。

町長。○議長（渡邊政 君）

町としてどこまで調査しなければならないのか、必要があるの○町長（水沼 猛君）

か、その辺も含めて我々検討してまいりたい、そのように思います。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

もう少しお話ししたいところですが、時間も限られていますの○１１番（中村忠士君）

で、次の問題に移っていきたいと思います。

次の問題は、新たな情勢下、沖縄の県知事選が行われた、結果が出た、新たな状況の中

での問題として、ちょっと質問させていただきます。

沖縄県知事選が行われ、仲井眞候補が再選されました。仲井眞氏も対立候補の伊波氏

も、普天間基地の県外移設を公約としていましたが、伊波氏の国外移設に対して、仲井眞

氏は国内移設には反対していません。その意味では、普天間基地の機能移転について、矢

臼別が候補地に上がる可能性が高まったという見方もできるのではないかと思います。

沖縄の米軍基地における訓練並びに機能の矢臼別移転については絶対に容認してはなら

ないと思います。移転はさせないという町長の決意を改めて表明していただきたいと思い

ますが、いかがでしょうか。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げます。○町長（水沼 猛君）

普天間基地の機能移転について、矢臼別が候補地になる可能性が高まったのではないか

という御質問でございます。

３月の臨時会終了後、また、６月定例議会の一般質問、これにもお答えをしております

ように、ヘリコプターの訓練等、新たな訓練、このことについては、町民の安心・安全や

基幹産業への影響等の観点から、受け入れはできないと判断をいたしているところであり

ます。

今後、国がどのような動きをするか、これはわかりませんが、本町としては、道、また

周辺４町で組織をいたします矢臼別演習場関係機関連絡会議、これと連携をいたしながら

対応していきたいと考えております。

国から正式に受け入れ要請等があった場合には、その時点で議会の皆様方とも協議をさ

せていただきますので、ぜひ御理解、御協力をお願いをしたいと思います。したがって、
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受け入れはできないということにつきましては全く変わっておりません。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

ぜひおっしゃるとおりに、この地域の産業、そして住民の安○１１番（中村忠士君）

全・安心という観点から、その利益を代表して、行政としても、そしてその長としても、

ぜひ頑張っていきただきたいというふうに思います。

２点目の問題について質問します。

町民の日常の生活の中で大変重要であるというふうに考えて質問させていただきたいと

思うのですが、公衆浴場についてであります。

公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律というものがありますが、ここで、公衆

浴場が住民の日常生活において欠くことのできない施設であるとともに、住民の健康の増

進等に関し重要な役割を担っていることにもかかわらず、著しく減少しつつある状況にか

んがみ、公衆浴場についての特別措置を講ずるように努めることにより、住民の利用の機

会の確保を図り、もって公衆衛生の向上及び増進並びに住民の福祉の向上に寄与すること

を目的としてこの法律はつくられています。

国及び地方自治体、つまり別海町としての任務について、こういうふうに書かれていま

す。公衆浴場の経営の安定を図る等、必要な措置を講ずることにより、住民の公衆浴場の

利用の機会の確保に努めなければならないと規定しています。

別海町でも現在、公衆浴場として認可されている、中標津保健所に登録されている施設

は、尾岱沼地区に１カ所、別海地区に休業中も含めて２カ所、西春別地区に２カ所あり、

いずれも民間経営で頑張っておられます。

前述の公衆浴場の確保法の趣旨にのっとり、各地域の公衆浴場が安定的に住民サービス

を提供できるよう援助する任務が町にはあると思いますが、公衆浴場の確保に関する町の

基本方針並びに具体計画をお聞かせ願いたいと思います。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

中村議員の御質問にお答えします。○福祉部長（田村秀男君）

公衆浴場の確保法、これに関しまして、町の行政支援の基本方針についてのお尋ねでご

ざいますけれども、御承知のように、公衆浴場を業として営業するには、道知事の許可が

必要でございます。それから、公衆浴場の設置基準等というのがございまして、例えば配

置の基準だとか、施設の基準だとか、施設の構造、照明だとか、こういう基準がございま

すけれども、これらをクリアすれば許可できると、こういう仕組みになってございます。

それで、道の条例におきまして、公衆浴場の適用を受けるには三つの要件といいますか

区分がございます。一つ目は普通浴場、二つ目は福利厚生浴場、三つ目は、このいずれに

も属さない部分という、この三つの区分に定義づけされてございます。

御質問の公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律、これは昭和５６年の法律でご

ざいますけれども、この趣旨による町の支援はいかがですかということでございますけれ

ども、この法律で定める公衆浴場の定義は普通浴場ということになってございます。そし

て、なおかつ物価統制令の金額といいますか、今、４２０円になってございますけれど

も、この入浴料金が定められているものに限ってございます。それで、道の条例の区分で

は普通浴場がその対象とされてございます。

普通浴場というのは、その利用の目的だとか形態が地域住民の日常生活における保健衛

生上のことがメインになってございます。それで、一般的に銭湯だとかお風呂屋さん、こ

ういうようなことに定義づけられてございます。
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それで、銭湯でございますけれども、高度成長時代といいますか、昭和４０年ごろから

急速に減ってきているということが現状でございます。これは住宅の環境、要するに持ち

家がふえまして、自分の家の中に浴場をつくるといいますか、そういうことによって銭湯

に与える影響が大きくなったということで、この法律ができたわけでございます。それ

で、国だとか地方公共団体に経営の安定を図る必要な措置を求めるというのが趣旨でござ

います。

町としましても、この趣旨を踏まえまして、現在も従前同様、町の基本的な方針につい

ては変わりはございません。住民のための公衆衛生だとか公益性、それから公共性などを

考えまして、必要な支援はしていきたいというふうに考えております。

それから、なお、後段の支援とか援助などについての全体計画だとか年次的な計画、こ

ういうような具体的な計画は、実際持っていない状況でございます。

以上でございます。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

一般的に、今おっしゃられた公衆浴場の定義というのはかなり○１１番（中村忠士君）

広いですから、いろいろな種類の公衆浴場がありますけれども、町における先ほど申し上

げた保健所に登録されているというか、知事の認可がおりている施設は５施設であります

が、その他、旅館等で広い方々に利用されている施設もありますから、それらの一つ一つ

が重要な役割を負っていると私は考えています。

今回はちょっと絞って、その中の確保のための特別措置に関する法律に基づいて今質問

をさせていただいているわけですが、今、部長がおっしゃられたとおりに、物価統制令に

よって料金を定めている施設に限られてくるわけでありますけれども、しかし、それにし

ても、先ほど言いましたようにすべての施設が大変重要な役割を負っていて、それぞれの

経営安定化というものが必要だというふうに思いますが、とりわけこの確保のための特別

措置に関する法律に定められているということは、これは大変さらに重要だから、ぜひ自

治体も力を入れてほしいという法律の趣旨だと思うのです。

そういう点で、具体計画をお持ちではないというお話でしたから、ぜひ具体計画を立て

て、そしてその計画に基づいて、すべての地域で安心して利用できるような、そういう措

置を講じていただきたいと思います。

具体的なことでもう１点、ちょっとお話ししたいと思いますが、少し調べてみました

ら、この公衆浴場確保対策補助事業等を行っている自治体というのが、全部調べたわけで

はないですけれども、例えば本別町、福島町、美瑛町、八雲町、森町などにこういう条例

や補助金交付規則等を確立して実施している自治体というものがあります。別海町におい

ても、公衆浴場確保対策条例、これは仮の名前ですけれども、そのような条例、あるいは

補助金交付規則等を確立して、経営の安定化に努めるような、担保するような、そういう

ものの検討を始めてはいかがかというふうに思うのですが、いかがでしょうか。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えします。○福祉部長（田村秀男君）

結論から言いますと、今のところまだ条例まで定めて確保しようという考え方は持って

ございません。

先ほど中村議員、ほかの町でも補助金の制度があるではないかということでございます

けれども、確かに道の補助もございます。道の条例で許可する部分でございます。それか

ら、市町村でも全道で、先ほど紹介ございましたけれども、運営費に対する補助金、それ
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から、上下水道の料金、それから、土地の減免といいますか免除とか、それから、福祉対

策ということで、入浴券を配るとか、そういう対策を講じております。

本町におきましても、例えば温泉法の改正でガスの対策をしなければならないと、こう

いうときには、やはり町で支援をしてございます。それから、福祉入浴券、ちょっとニュ

アンスといいますか、趣旨がオーバーラップするところもございますけれども、去年の実

績で５００万円ということで、五つの公衆浴場、あるいはその他の浴場というふうなこと

になりますけれども、入浴券を町民に配りまして、延べでございますけれども、約１万人

が利用している状況になってございます。そういうことで、御理解をお願いしたいと思い

ます。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

確かにそういう措置が講じられているというのは私も承知して○１１番（中村忠士君）

いますけれども、きょう、特に論議したいのは、これから、後で質問される方もおられる

ようですけれども、郊楽苑等の施設に関して町がどういうふうなかかわりをしていくかと

か、そういうことも含めて、基本方針をはっきりさせなければいけないのではないかとい

うふうに思うのです。その場その場で対応するのではなくて、いわゆる一般的に公衆浴

場、それをどういうふうに町は考えて、どうそれを進めていくかということに関して、き

ちっとした基本方針を持つ必要があるというのが私の提案なのです。その点については、

町長、どうでしょうか。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げたいと思いますが、今までも、従来もそうです○町長（水沼 猛君）

が、いわゆる公衆浴場については、清乃湯さんが道の補助、そして町の補助ということで

営業をしてまいりました。今ちょっとその状況がどうなっているか、これからどうなって

いくのか、定かでないところがありますが、いずれにいたしましても、やはりそれぞれ銭

湯というものが本町の中ではやはり必要であろうという大きな町民の皆さんの御意見もご

ざいまして、それについては我々も十分理解をしておりますので、公衆浴場として専門に

やっておられる事業者については、今後とも今までどおりの支援についてしてまいりたい

と思っておりますが、温泉含めてすべてのものを支援をしていくということでは現在考え

ておりません。また、そういうことで、観光を含めていろいろな状況も含めて支援をした

いということで、入湯税の減額もさせていただきました。ということでありますので、今

現在においては、そういう形で従前どおりの支援については考えてまいりたい、検討して

まいりたいと思っていますが、それ以上のことについては、現在のところは考えていない

ところであります。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

それがいいかどうかというのも含めて、町の基本方針、しっか○１１番（中村忠士君）

り総体としてどういう方針でやっていくかというものをぜひ樹立するような努力をしてい

ただきたいというふうに思います。

次の質問に移らせていただきます。

今、町長おっしゃられた入湯税のことに関してお聞きします。

平成１９年から２１年の３年間の入湯税は、１９年が１,１７０万円、２０年が１,０２

０万円、２１年が３５０万円となっています。

ここでまずお聞きしたいのは、１９年、２０年と比べると、２１年は極端な減額となっ

ています。この年は旧郊楽苑が年度途中から休業したということもありますが、それにし
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ても前年比３分の１というのは余りにも大きな減額ではないかと思います。理由がほかに

もあったのではないかと思うのですが、理由についてお聞かせください。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

御質問にお答えをいたしたいと思います。○総務部長（小守 正君）

平成２１年度の入湯税の減少の理由でございます。要因につきましては何点かございま

す。

まず１点目でございますが、議員から御質問のとおり、旧郊楽苑が平成２１年２月末日

で営業を打ち切っております。事業主が変わりまして、営業の再開が平成２１年９月１１

日となりましたので、その間の約半年分が減収となっております。

２点目の要因でございますが、平成１９年度までの入湯税の特別徴収義務者、こちらは

７事業者でございましたが、平成２０年５月に普通浴場への許可を受けた一つの事業者が

課税免除となっております。あわせまして、平成２０年１１月に一つの事業者が営業を休

止しております。これらによる減収がございました。

３点目の要因につきましては、１点目と関連もいたしますけれども、一つの事業者の入

湯税対象入湯客数が２０年度の約４分の１に減少したことによるものでございます。

このようなことから、平成２１年度の実績が２０年度と比較しまして約６６０万円、実

績が３５０万円程度となったものでございます。

以上です。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

そういう原因があって、その原因はわかっていたと思うのです○１１番（中村忠士君）

が、次の質問にそのことが関連してきます。

次の質問に移りますが、２２年度の入湯税の収入予算額は９２０万円ですが、入湯税を

引き下げたにもかかわらず、前年実績３５０万円の２.６倍という大幅増予算にした理由

は何だったのでしょうか。

しかも、今年度１１月末の実績は１８９万３,２００円で、このままでいくと今年度実

績は２８４万円程度となり、予算の３割にしかならないということになります。９２０万

円という予算がどういう根拠を持って出されたのか、説明していただきたいと思います。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

平成２２年度の入湯税の予算についてお答えをいたしたいと○総務部長（小守 正君）

思います。

平成２２年度の当初予算、こちらが２１年度の実績より２.６倍であるということにつ

いてでございますが、予算の見積もりに当たって、こちらにつきましては、昨年の１１月

に本年度の当初予算の編成作業の締め切りを行ったところでございます。予算につきまし

ては、ことしの１月末日までに平成２２年度の当初予算を決定しております。昨年１１

月、本年度の予算の見積もりの内容といたしましては、郊楽苑の営業再開を受けまして、

平成２１年度の実績は見積もることが難しいということから、平成２０年度の入湯税の実

績、約１,０２０万円程度でございますが、こちらの９０％として積算をしたところでご

ざいます。

なお、ことし３月の条例改正によりまして、４月から税率を引き下げましたので、減収

の状況を見ながら、この予算につきましては年度末に補正減額を行いたいと考えておりま

す。

以上でございます。
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中村議員。○議長（渡邊政 君）

そういういろいろな経緯があったということでありますが、さ○１１番（中村忠士君）

らに入湯税の問題について、次の質問に移らせていただきたいと思います。

この入湯税は、地方税法により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設そ

の他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興に要する費用に充てるため、鉱泉浴場

における入湯に対し、入湯客に入湯税を課すものとすると規定されています。つまり入湯

税は目的税であります。

平成１９年から３年間に徴収された入湯税は全部で２,５００万円余りですが、これは

地方税法の規定により、先ほど申し上げたとおり、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設

及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備ならびに観光の振興に要する費用に充て

るとされているものです。具体的にどのような使われ方をしたか、改めて説明していただ

きたいと思います。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

入湯税の使途、充当の状況でございますけれども、議員から○総務部長（小守 正君）

御質問のとおり、入湯税につきましては、地方税法第７０１条によりまして、環境衛生施

設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備ならびに観光

の振興（観光施設の整備を含む）これらの要する費用に充てることになっておりますけれ

ども、本町におきましては、平成１９年度につきましては合計で１,１７４万８,０００円

の入湯税を三つの事業に充当をしております。まず一つ目は、し尿処理場維持補修事業、

こちらに８４０万円を充当しております。このほか、水槽付消防ポンプ自動車購入事業、

こちらに１３４万８,０００円、それからもう１点、スポーツ合宿受け入れ協議会に対す

る補助金、こちらに２００万円を充当したところでございます。

平成２０年度につきましては、し尿処理場維持補修事業、こちらに１,０２６万４,００

０円、全額を充当しております。

また、平成２１年度につきましても、し尿処理場維持補修事業、こちらに３５６万６,

０００円を充当したところでございます。

以上です。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

ぜひこの法律の趣旨に沿って適正に使われるようにしていただ○１１番（中村忠士君）

きたいと思うのですが、一つ、ぜひ一生懸命頑張って営業されている方々の意見がどの程

度これに反映されているかということに関して、意見を聞いているというふうにおっしゃ

られるのかもしれませんけれども、どういうふうな形で意見集約をされているか、ちょっ

とその点をお聞きしたいと思います。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

御質問の趣旨がちょっとわかりませんけれども、営業者の方○総務部長（小守 正君）

というよりは、この入湯税の使途、こちらの状況につきましては、総務省のほうからも報

告が求められております。それらについて、決算終了後、こういうものに充当したという

ことで報告をしているところでございます。

入湯税の税率の改正に当たりましては、３月、条例を改正させていただいたところでご

ざいますが、それに当たって、営業されている方々には、入湯税を引き下げることについ

ての意見は聞いております。

以上でございます。
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中村議員。○議長（渡邊政 君）

言い方が多少足りなかったのかもわかりませんけれども、法律○１１番（中村忠士君）

の趣旨では、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な

云々と、こういうふうになっているわけです。鉱泉源の保護管理施設等というふうに具体

的になっている。こういう法律の趣旨に沿って使い道を決めていくわけですけれども、そ

の際に、全く頑張って営業されている方の意見を聞かなくていいのかという意味で質問し

たわけであります。

それでは、町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げます。○町長（水沼 猛君）

いわゆる入湯税の使い道は、当然、法律にのっとって、趣旨に基づいて使われるのは当

然のことだと思いますし、やはり納税をされた方、納税者の立場になって、我々が行政の

ほうで考えて、また、利用者の皆さんがどういうことを納税者として使い道に求めている

のかを斟酌をしながら、私どもがその使い道を決めてきたということでございますので、

ぜひ御理解いただきたいと思います。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

協働のまちづくりですから、いろいろな広い意見を聞きながら○１１番（中村忠士君）

行政方針を決めていくというのは必要だと思いますが、このことに関して、一生懸命営業

を頑張っておられる方々がどういう考えでいるかという点もぜひ配慮事項、考慮事項の中

に入れていただきたいというふうに思います。

次の質問に移らせていただきます。

３番目の質問であります。中小企業振興と地域経済の活性化についてということで質問

させていただきます。

その１点目ですが、別海町中小企業振興基本条例は平成２１年３月に制定されました。

同条例では、目的を本町における地域産業の発展に果たす中小企業の重要性にかんがみ、

中小企業の振興に関して基本となる事項を定めることにより、その基盤の強化及び健全な

発展を促進し、もって地域経済の発展及び町民生活の向上に寄与するとしており、また、

この目的達成のため、町は次に掲げる施策を行うものとすると規定し、１、中小企業者等

の経営基盤の強化を助長し、経営の向上及び改善、資金供給の円滑化を図ること。２、中

小企業者等の経営の革新及び創業の促進を図ること。３、中小企業者等に必要な人材の確

保及び育成を図ること。４、前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める施策を行う

と定めています。

さらに、町長の責務として、町長は、前条の規定に基づき、地域の中小企業に関係する

団体及び町民等の理解、協力を得ながら、中小企業振興のための指針を定めるものとす

る。町長は、国、北海道その他の公的団体等と連携し、中小企業者に対する支援など必要

な施策を講じなければならない。さらに、町に対する役割としてこのように規定していま

す。町は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行に留意し

つつ、中小企業者等の受注機会の増大に努めるものとするとしています。これらについ

て、１年８カ月の間にどう具体化したかをお示しいただきたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

中村議員の質問にお答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

今、中村議員のおっしゃったとおり、中小企業振興基本条例についてはそういうことが

うたわれております。そういった面では、新たな柱と位置づけて、別海町の中小企業振興
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基本条例を昨年の４月に施行したところでございますけれども、この条例の運用に当たっ

ては、今言われましたように、第３条及び第５条に規定しているとおり、中小企業振興の

指針を示し、町民、企業の理解、協力を得て、関係団体と連携しながら、地域が一体と

なって中小企業振興を推進することを基本方針としております。

そういった面で、町が定める基本方針につきましては、町で定める前に、中小企業や何

かの皆様がいろいろなことを調査したり、いろいろな意見を提言書にまとめて、そして町

長に提出するということになっております。そういったことで、中小企業の皆様から提言

書をいただくことになっておりますので、現在、別海町商工会や中小企業同友会の皆様、

その他の方もおりますけれども、そういった人方が有効な振興策を支援するための提言書

の策定作業を今進めております。

これまでの作業の内容としましては、他地域の先進事例や地域経済学の専門家を招聘し

ての研修会、さらには地域の経営者から経営状況についていろいろ聞き取り調査も行って

おります。そんなことを踏まえながら、本年度中に提言内容をまとめて、町長に提言書を

提出すべく、現在作業を進めております。

そういったことから、町としましては、この提言書の内容を尊重しながら、早期の指針

策定をしてまいりたいというふうに考えております。いずれにしても、この提言書を町と

しても大事に見て、尊重して、そして町としての基本方針をつくるべき、これが一番町民

と町が一緒になって進める振興策にはいいものだというふうに思っておりますので、そう

いう面で、今待っている状況でございます。

いずれにしても、この策定については、それを策定した後、総合的に中小企業振興を推

進することになりますけれども、ただ、今おくれているということもありまして、本年度

につきましては、エコ住宅の支援、あるいは起業家支援などといった中小企業支援事業を

本年度については実施して、今後も地域の中小企業の振興に積極的に取り組んでまいりた

いというふうに考えております。そういった面では、また新たにそういったものができ

て、指針ができたときには、またいろいろな方策を考えていきたいというふうに考えてお

ります。

以上です。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

一生懸命取り組んでおられるから、水はさしたくはないのです○１１番（中村忠士君）

が、１年８カ月たっているわけですから、もう１年ぐらい前にこのことが進んでいればよ

ろしかったかなと、こんな気が正直言っていたします。

そこで、具体的な提案も含めて質問させていただきたいと思います。

今出ましたように、エコ住宅という話がありましたけれども、町には住宅の耐震化やエ

コ住宅に関する助成措置はあるものの、適用範囲が限られております。

全国で今、一般住宅のリフォームに関する幅広の助成措置を講じる自治体がふえてきて

いますが、地元の仕事起こし、中小企業振興の観点からも、住宅リフォーム補助の制定を

考えるときに来ているのではないかというふうに思いますが、いかがでしょうか。

今議会にエコ型住宅建設補助として１,０００万円の追加補正が提案されていますけれ

ども、それ自体は大変結構なことだと思っていますが、しかし、より積極的な方策をとる

必要があるのではないかという意味で提案いたします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

今、中村議員がおっしゃったとおり、今回のエコ住宅、○産業振興部長（飯島孝二君）
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これはリフォームも含めて、当然、壁や何かを直すだろうということで、それにエコを

くっつけてという発想でございましたけれども、非常にリフォームという中では幅が広い

ということでございまして、確かに今回のエコ住宅の断熱の改修の際に、やはりリフォー

ムを実施できないかの声が非常に多く寄せられました。

そういったことを踏まえまして、ことしはちょっと無理ですけれども、今後につきまし

ては、財政状況もありますけれども、こういったものと勘案しながら、現在、道内の自治

体で、非常にエコ型の給湯施設も道内でも多くなってきたということもありますので、そ

ういったことも含めて、リフォームを含めて検討してまいりたいというふうに考えていま

す。

以上です。

中村議員。○議長（渡邊政 君）

私も幾つか資料を持っていますけれども、岩見沢市住宅リ○１１番（中村忠士君）

フォーム助成要綱、これを見ますと、本当に幅広いのです。ちょっとした修理でも全部Ｏ

Ｋですよと、こういうふうになっております。そういう使い勝手のいい制度、町長もぜひ

その点、検討されるようにお願いしたいと思います。

ちなみに、岩手県の宮古市、当初予算５,０００万円だったのですが、申請が殺到し

て、３億円増額して３億５,０００万円の事業を起こしました。そうすると、経済波及効

果は２４億円というふうに見込まれていると。約７倍ですね。それか、兵庫県の明石市、

ここでは最初１,６００万円の事業として始まったのだけれども、経済波及効果は１億７,

５００万円、経済効率１１倍、こういう数字もあります。エコ住宅も含めて住宅リフォー

ム、幅広のリフォームをすることによって経済効果が生まれますから、ぜひ具体的な検討

をお願いしたいと思います。もしあればよろしくお願いします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

今言われたとおり、我々もいろいろ幅広く考えておりま○産業振興部長（飯島孝二君）

すけれども、やっぱりこの辺は財政状況もあります。しかし、ことしやってみますと、住

宅着工も多いですし、非常にリフォームとかエコ住宅で申請される方も多いです。そうい

う面で予算計上もしておりますけれども、非常にこれをやったために住宅着工率もいいで

すし、そして、この中の決め事の中には、やっぱり町内業者を入れるということが大きな

一つになっておりますので、そういう面では経済効果は多くなるというふうに思っており

ますので、この辺についても、財政状況も踏まえて、今後幅広く検討したいと思います。

以上です。

よろしいですか。○議長（渡邊政 君）

終わります。○１１番（中村忠士君）

以上で、中村忠士議員の一般質問を終了いたします。○議長（渡邊政 君）

ここで、１０分間休憩いたします。

午前１０時５７分 休憩

──────────────

午前１１時０９分 再開

休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。○議長（渡邊政 君）

次に、１番西原浩議員、質問者席にお着きください。

なお、質問は、一問一答方式でございます。

それでは、通告に従いまして一般質問させていただきます。○１番（西原 浩君）
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まず１点目といたしましては、環太平洋経済連携協定、ＴＰＰ交渉参加に対する今後の

取り組みについてと題しまして質問させていただきます。

政府は１１月９日開催の閣議において、包括的経済連携に関する基本方針を決定いたし

ました。

その中で、ＴＰＰへの対応については、参加、不参加の判断を先送りとするものの、情

報収集を進めながら対応していく必要があり、国内の環境整備を進めるとともに、関係国

との協議を開始することといたしました。

このような状況を踏まえまして、根室管内農協組合長会、根室管内酪農対策協議会が主

催し、また、別海町が後援、また、根室管内の議長会も後援しておりますけれども、１２

月４日に中標津町においてＴＰＰ交渉参加断固阻止根室管内総決起大会が６５０名の参加

の中で開催されました。

また、ＪＡグループは、ＴＰＰ交渉参加に反対する１,０００万人署名全国運動の実施

を決めました。関係機関、地方自治体とも連携し、国民各階層に理解を呼びかける運動展

開の方針もあわせて決定いたしました。

別海町においても、これは農政課の試算ですけれども、ＴＰＰに参加すると酪農畜産は

４９５億円の影響を受けると試算しております。

当議会でも、１１月１５日の臨時議会でＴＰＰへの参加を行わないように求める意見書

を可決し、政府に提出したところでございます。

先日行われた議会と町民との意見交換会でも、役場庁舎に反対の垂れ幕を設置してはど

うかという意見も出されました。このことにつきましては、昨日の沓澤議員の質問によ

り、垂れ幕を設置するという町長の答弁もありましたので、重複しますけれども、今後、

そのほかに当町としてどのような具体的な取り組みをするのか。また、きのうの町長の答

弁の中でも、オール別海町を挙げて取り組んでいくという答弁もございましたけれども、

それでは今後、具体的にはどういうふうに取り組んでいくのかという点についてお聞きし

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

このＴＰＰについては皆さんも御承知ということで、余○産業振興部長（飯島孝二君）

りくどくは言えないのですけれども、今後の取り組みということでございますけれども、

いずれにしても１次産業を経済の基礎とする多くの別海町民が、この恵まれた自然豊かな

大地に、将来にわたり安心して暮らせる社会構造を崩壊に導きかねないＴＰＰ、この交渉

につきましては断固反対するという立場はきのうも言ったとおりでございます。

原則として関税を撤廃するＴＰＰ交渉参加表明を撤回し、ＥＰＡ、ＦＴＡ交渉において

は、農業や地域経済、社会に及ぼす影響を十分に検討し、乳製品、牛肉、軽種馬、米、小

麦、砂糖を重要品目として関税撤廃の対象から外すなど、適切に対応すること、あるいは

食料自給率でカロリーベース５０％を目指すにも、安全で安心な食品を望む消費者の国産

品需要を維持するにも、日本農業の将来ビジョンとした新たな食料・農業・農村基本計画

の実現を目指し、食料のつくり手である担い手に対する支援対策等々、国民合意のもとに

必要な予算措置を講ずることが最優先されるべきであるというふうに思います。

そういうことから、これからも関係団体の皆さんとともに、国政に対して、適切に対応

するよう、オール別海町として引き続き要請活動等を行ってまいりたいというふうに考え

ております。

垂れ幕については、きのう言ったとおり垂れておりますので、そのほかにもし必要があ
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れば、また違うこともやっていきたいなというふうに思っております。

以上であります。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

ただいま部長のほうから、関係団体と連携して取り組んでいくと○１番（西原 浩君）

いうことでございます。

それで、ＪＡグループを中心として４点ほど取りまとめている項目がございます。

まずは組織体制の強化ということで、ＴＰＰ対策中央本部、これはＪＡ全中において各

都道府県に対策本部を設置すると。そういった中では、別海町としてはそういう対策本部

とどう連携していくのか、それが１点目。

それから、国民理解に向けた運動強化ということが２点目でございます。これはＴＰＰ

というのがえてして産業と農業の対立軸というようなとらえ方をされる面が多々あるの

で、これが地域経済、日本の経済に及ぼす影響も大きいのだということを理解してもら

う、それは町民の問題でもあるし国民の問題であるということを広く広げていく運動が必

要ではないかと。中には、やっぱり町内の方でも、私たちは建設関係だから余り関係ない

のではないかという発言をされる方も中にはいらっしゃるので、そういう方にもぜひ理解

してもらいたいなと。そういう運動の強化が必要ではないかということが２点目でござい

ます。

また、３点目の関連団体とのネットワーク構築ということは、今、部長のほうから連携

をとるということで答弁ありましたけれども、４点目が、１,０００万人の署名運動とい

うことを来年１月から４月にかけて行うという予定でございますけれども、そういう署名

活動等、そういう取り組みに対してどう協力、または推進していく考えがあるのかどう

か、この点についてお聞きいたします。

町長。○議長（渡邊政 君）

今、これからの阻止に向けての運動のあり方等々、それぞれ関係○町長（水沼 猛君）

組織の中で四つほどのこれからの方針が示されたということでありますが、どれも私ども

のこれから阻止するに当たっては大事なことだと思っております。したがいまして、これ

からそれぞれ農業団体含めて、やはり別海町としても、いわゆる地域の崩壊、これは単な

る農業、漁業だの問題ではなくて、まさに地域経済の崩壊に導く問題だと思っております

ので、まずは私としてもそれらの関係組織の皆さんと十分これから協議をしながら、そし

てこれが全国的な国民運動として盛り上がっていただきたい、阻止に向けて国民運動とし

て行われるようになってもらいたい、そういう思いでおりますので、ぜひ今後、これらに

ついては協議をいたしながら、町としてもできる限りの協力、また、主体的に積極的に阻

止に向けて努力してまいりたい、そのように考えております。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

ただいま町長のほうから、主体的に積極的に取り組んでいくとい○１番（西原 浩君）

う答弁がございましたので、ぜひＴＰＰ断固阻止に向けて頑張っていただきたいなと思い

ます。

前原外務大臣が、農業の総生産は国民総生産の１.５％だと。それでは９８.５％は救わ

れるのかと、非常に短絡的な発言があって、憤慨している方も非常に多いと思います。そ

ういう発言がひとり歩きしないように、地道な活動ではありますけれども、ぜひ別海町挙

げて取り組んでいただきたいなと思います。

それでは、２点目に移ります。
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それでは、２点目といたしまして、中国訪問の今後の展望についてと題しまして質問さ

せていただきます。

町長は１１月２１日から２６日まで、中国を訪問されました。この報告については１２

月１０日の全員協議会で報告されたのですけれども、あいにく私、欠席しておりました

し、また、この成果について、広く町民に周知する必要があるのではないかなと思いまし

て、そういう趣旨で質問させていただきます。

まずは１点目といたしまして、行政視察の目的、これは地場産品の販路、観光の振興、

人材の交流、文化の交流が目的であると説明がありましたが、具体的には何を、どのよう

なことをイメージされて目標としているのか、お伺いいたします。

総務部次長。○議長（渡邊政 君）

では、西原議員の御質問にお答えいたします。○総務部次長（有田博喜君）

まず、行政視察の目的についてでございますけれども、今回、中国訪問につきまして、

今日に至りました経過について若干説明させていただきます。

本年８月に、瀋陽国際経済協力有限公司という会社がございまして、そこの范副社長及

び札幌市にありますフウイという株式会社のバートル代表取締役社長から、中国瀋陽市と

の友好都市提携に関するお話があったのが始まりでございます。

その後、協議を重ねていくうちに、瀋陽市は札幌市、あるいは川崎市と友好都市の提携

を結んでおりまして、人口が７００万都市という大都市であるということで、瀋陽市から

は、本町と同じ基幹産業の通遼市というところを紹介し、今後の経済の交流のために懇談

会等を開催するので、ぜひ御訪問くださいという招聘状を１０月２７日付でいただきまし

た。

今回の視察の最終目的は、前にも御説明いたしましたように、地場産品の販路、観光の

振興、人材の交流、文化の交流等が目的ではありますが、実際に現地を訪れて、見て、聞

いて、肌で感じないと、今から果たして何ができるのかわからない状態でございました。

今、訪問を終えまして、観光や農産物の販路、研修生の受け入れ等、交流の可能性を見

きわめることができたと考えております。

今後は、まず瀋陽市及び通遼市から別海町を訪問していただき、別海町の現状等を理解

していただいてから具体的な交流を取り進めていきたいと考えているところです。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

今、目的について、また、相互交流ということで、次、訪問を促○１番（西原 浩君）

すということで、まずは１回目、行ってきたという報告で、わかりましたので、２点目と

いたしまして、２１日からの視察先の内容について、どのような場所を視察してきたの

か、説明をお願いいたします。

総務部次長。○議長（渡邊政 君）

２番目の御質問の視察先の内容についてでございます。○総務部次長（有田博喜君）

瀋陽市、通遼市の行政機関との視察内容について報告させていただきます。

瀋陽市及び通遼市の行政機関との視察内容でございますけれども、先ほど議員おっしゃ

られましたように、全員協議会で報告した内容と同じでございますけれども、瀋陽市人民

政府では、黄という副市長と面会いたしました。副市長は、人民政府を代表し、別海町

長、別海町議会議長の訪問を心より歓迎するという意を表していただきました。

また、黄副市長は、２カ月前、瀋陽市のソウイ書記と一緒に、友好都市として協定を結
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んでおります札幌市で開催されました瀋陽・札幌３０周年という行事に出席されました。

北海道はとてもきれいなところという印象を強く持っているそうでございます。特に北海

道は、ことし、中国の映画でとても人気があったそうでございます。

また、瀋陽市では、国家クラスの開発区、経済特区のようなところですけれども、そう

いったところが今現在進行中でございます。これからぜひ日本にも協力をお願いしたいと

いうことでございました。

また、黄副市長は、何回も日本を訪問したことがありまして、特に日本の農産業はとて

もすばらしく、いつも安心・安全の農産物を生産していることに感銘しており、ぜひこれ

から瀋陽市で北海道の農産品を販売してみるととても人気が出るというふうにおっしゃっ

ておりました。今後、また北海道に訪問する機会がありましたら、ぜひ別海町を訪問した

いとおっしゃっておりました。

これに対しまして町長のほうからは、瀋陽市から御招聘いただいたため、今回訪問する

ことができたことに対してお礼を申し上げました。

次に、町長のほうから、別海町の産業等の概要を説明いたしました。瀋陽市と農業の共

通した部分もありますし、経済的な交流等、それぞれの共通した課題、問題について、協

力できるところがありますので、ぜひ瀋陽の皆さんに別海町のほうに来ていただいて交流

できれば大変ありがたいということをお願いいたしました。

次に、通遼市人民政府というところで、高という副市長にお会いしたのですが、副市長

はお忙しい中、ホテルまでわざわざおいでいただきまして、歓迎の意を表していただきま

した。

その後、モンゴルの牧民が住んでおります円錐形の丸屋根の施設、パオというのです

が、そこでモンゴル風の歓迎儀式としまして、子羊を丸焼きにしまして、神と地に感謝を

する儀式、そういったものをして最高級のおもてなしをいただきました。

また、高副市長から、今後、お互いに交流等を重ね、友好都市として提携を結んでいき

たいとのお話もいただきました。

これに対しまして町長のうほからは、高副市長に対しまして、今後とも友好を深めてい

きたいと思っていますので、ぜひ別海町を訪問されるようお願いをいたしたところでござ

います。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

それでは、３点目にいきます。○１番（西原 浩君）

３点目といたしましては、視察の費用、臨時議会で３００万円の予算要求という中で、

今回、事業が行われたわけですけれども、実際どのぐらい経費がかかったのかということ

をお聞きいたします。

総務部次長。○議長（渡邊政 君）

次に、視察の費用についてでございます。○総務部次長（有田博喜君）

その中で、視察の行程についてまず申し上げます。

第１日目、１１月２１日でございますけれども、９時３０分、中標津空港を出発しまし

て、千歳空港、北京空港を経由しまして、２２時２５分、瀋陽空港に到着いたしました。

次に、第２日目につきましては、９時過ぎに、先ほど言いました瀋陽の経済区というと

ころの瀋北地区の企業ということで、経済特区でやられている企業、それを視察しまし

た。その後、農産物加工特区企業というところで、稲から油をとる工場の利是稲米油とい
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う工場を見学しました。次に、飼料製造会社、えさを製造している会社の平豊牧業という

ところを視察しました。続きまして、乳製品製造業の輝山というところを視察し、その

後、一番最初に視察しました瀋北地区経済特区の関係ですけれども、そこの一番トップで

あります張という書記と面会をいたしました。その後、瀋陽市人民政府の黄副市長と面会

し、２日目最後には、今回仲介をいただきました瀋陽国際経済技術合作有限公司という会

社の唐という社長と会談をいたして、２日目は終了しております。

次に、３日目、２３日でございますけれども、この日は９時過ぎに瀋陽から通遼という

ところへ、車で大体３時間ぐらいかかるのですが、そちらへ移動いたしました。その後、

シーホロボ村というところで肉牛農家を外から視察しました。次に、内蒙古、内モンゴル

でございますけれども、牛肉生産工場のルコルチンというところを視察いたしました。３

番目に、通遼市の区役所的なところでございますけれども、后旗人民政府というところの

白という委員さんと面会いたしました。

午前中は以上で、午後からは、乳製品製造業の蒙牛乳業公司工場、乳製品をつくってい

る工場を視察しました。その後、肉牛の種の改良センターであります牛改良センターとい

うところを視察いたしました。先ほど言いましたが、５時には通遼市の人民政府の高副市

長にお会いしまして、その後、歓迎会を行って、その日は終了いたしました。

次に、４日目、２４日でございますけれど、この日は９時過ぎにホテルを出まして、通

遼市役所を外から見学いたしました。見学後、飛行機で北京に移動して終了しておりま

す。

次、第５日目でございますけれども、この日、１１時半過ぎですけれども、中国を代表

します貿易輸出入会社であります中商集団経済合作有限公司というところの陳社長という

人と面会をいたしました。面会後、１７時３５分、北京発羽田行きで、羽田に２１時４５

分に到着いたしました。その日は羽田に１泊しまして、最終日、２６日には羽田から中標

津へ直行便で帰町したということになっております。

次に、もう１点の視察の費用でございますけれども、先ほど西原議員おっしゃいました

ように、予算では３００万円を予算計上し、議決をいただいたところでございます。実

際、視察に行くに当たりまして、旅費については旅行会社と折衝したり、当初、お土産を

宅急便で送付しようと考えていたものが、関税等の関係で難しいということが出てきた

り、パンフレット作成にかかる翻訳料金が予定より少額ということで、今回、中国語のパ

ンフレットを作成いたしまして、その費用が思ったよりも少なかったということで、予算

額３００万円に対しまして、支出額１８３万２,９７０円というふうになりました。ま

た、そのほかに、町長交際費のほうからお土産代としまして１０万２,７１５円を支出し

ております。そのため、今回の視察にかかる費用は全部で１９３万５,６８５円となりま

した。なお、費用の中には、通訳１名分の旅費及び通訳料金が含まれていることを申し添

えさせていただきます。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

予算よりも大変安く行けたという報告なのですけれども、イン○１番（西原 浩君）

ターネットとかで検索すると、すごく今、格安航空券というのがありまして、例えば中国

南方航空、札幌－瀋陽が片道２万６,０００円だとか、これは出発時期とかにもよると思

うのですけれども、こういう情報がすぐあるという中で、つい最近、３００万円の要求を

して、実際はそんなにかかりませんでしたと。かからないほうがいいのですけれども、



─ 20 ─

ちょっと調査不足だったのではないかなという感がいたしますけれども、予算要求したと

きにはどういうような状況だったのか、その辺についてお聞きいたします。

総務部次長。○議長（渡邊政 君）

予算要求のときのお話でございますけれども、このときに○総務部次長（有田博喜君）

は、旅費関係を１人７０万円ほど見込んでおりました。これにつきましては、インター

ネットですとか、一部中標津の旅行会社ですとか、そういったところにお聞きしながら一

応積算をしたわけでございます。現実的には、いろいろな割引ですとか、旅行会社のほう

でいろいろ手配していただきまして、実績としては金額が安くなったというふうになって

おります。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

わかりました。○１番（西原 浩君）

それでは、４点目、ちょっと通告のほうが大雑把に書いてしまったのですけれども、そ

の後調べて、北海道知事、それから中標津の町長も上海万博で行かれたということなので

すけれども、今回、単独で行かれるに当たって、ほかの国なり道なり、他の自治体との連

携なり、相談なり、調査なり、そういうことはされているのか、その辺の調査についてお

聞きいたします。

総務部次長。○議長（渡邊政 君）

日本の行政機関との連携についてでございますけれども、○総務部次長（有田博喜君）

今回の視察につきましては、国、道、ほかの自治体との連携ということでございますけれ

ども、特に連携した取り組みは行っておりません。ただし、北海道総合政策部知事室国際

課長より、平成２２年７月８日付で、地方公務員の海外渡航についてということで事務連

絡がございまして、海外旅行する場合には報告といいますか、そういったことをしてくだ

さいという事務連絡がありまして、町長、議長について、海外渡航の概要というものを北

海道に提出しております。今後、必要に応じて、国、道、他の自治体と連携をとりながら

対応していきたいというふうに考えております。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

ちょっと調べたところ、北海道知事が８月３０日から９月４日、○１番（西原 浩君）

これは上海万博の北海道フェアに行かれたそうです。その目的が、道産品の販路拡大、そ

れから、花園飯店、これは三越デパート系らしいのですけれども、そこでの物産展への出

品、それから北海道フェア、そして３点目として、千歳－瀋陽の路線の維持、これが中断

されていたそうです。それから、今、千歳－大連があるらしいのですけれども、それか

ら、千歳－広州、これはアジア大会が開かれた場所ですけれども、そこの新規路線の開設

の要請ということで、上海万博に行かれたそうです。その上海万博の北海道フェアの物産

展にあわせて、中標津町長も観光協会の会長と観光振興、観光客の誘致、中標津空港の利

用という目的で中国に訪問されていると、そういうような状況であるというのをお聞きい

たしました。こういうように、知事もつい最近行かれている。また、中標津の町長も行か

れているという中では、中標津空港利用促進協議会のメンバーでもあると思うのですけれ

ども、やっぱりそういうところと連携しながら、例えば物産展で乳業興社の乳製品を持っ

ていくだとか、いろいろ方法はあるのではないかなと思うのですけれども、その点につい

てはどういうふうに考えられるのでしょうか。
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町長。○議長（渡邊政 君）

北海道が道内のいわゆる物産含めて、観光含めて、全道的な立場○町長（水沼 猛君）

でやるのは当たり前だと思います。中標津も空港がございます。町独自の観光政策もある

でしょう。いろいろなことを考えられて、万博含めて行かれたのだと思いますが、別海町

は別海町として、やはり我々の町の特徴があります。そういう中で、瀋陽含めた皆さん

が、別海町のいろいろな情報の中で、別海町と交流をしたいというお話をいただいたとこ

ろでありますので、我々はそのことについて、それは札幌にありますフウイの皆さんとも

十分協議をしながら、ある程度の情報をいただきながら、そして今回、こういう本当の

チャンスだということを含めて、敏速に対応していくべきであろうと、連携をどうするか

については今後考えますけれども、それ以前に、やはり敏速に動くことが大事である、そ

ういう思いで、今回、期間的には非常に短い期間の中で決断をし、実行したということで

ございますので、今後の展開の中で、連携が必要であれば当然連携をしてまいりますし、

道のいろいろな出先の機関も中国にもありますし、また、いろいろな情報もいただきなが

ら、必要であればそのようなことでやってまいりたい、そのように考えております。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

政策的なことですから、必ずしも全部一緒に他の市町村と行動を○１番（西原 浩君）

ともにしなければならないということではないのですけれども、ごく隣の町でそういう動

きをしているならば、そういう情報もキャッチしながら、なるだけ経費がかからない形で

できないのかと。地方自治法第２条第１４項で、最小の経費で最大の効果を上げなければ

ならないと、そういう規定もありますし、いろいろな取り組み、考え方、調査等が必要な

のではないかなと思うのですけれども、今、短い期間でやったということで、この政策に

関してはすごく唐突な感じがしたというのが印象としてあるわけです。例えば、ことし、

６次計画の初年度であって、その６次計画の中で、中国等含め、海外への発展もやってい

くという、町民のそういう考え方をもとにやったというならばわかるのですけれども、本

当に降ってわいたような話に乗っかったという印象があるものですから、お聞きしている

というのが１点です。

町長は公約でも、協働のまちづくりという公約の中で掲げているのですけれども、どう

もトップダウン方式の決定という感が否めない。ボトムアップ方式をしていきたいという

のですけれども、政策的にはそういうことになっていないのではないかなという感じがい

たします。それは私の感覚的な問題ですから、町長は町長で違う目的を持ってやっておら

れるというならば、それは町長の政策でありますので、考え方は町長のほうで整理しても

らって行ってもらうというのはやぶさかではないと思います。

ということで、一番大事な５点目として、今回の行政視察の成果と今後の展望について

ということで、この辺の最終的なまとめ、それから、これからの課題であったり展望で

あったりということをお聞きいたします。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げます。○町長（水沼 猛君）

まず、お答え申し上げる前に、町の６次計含めて、私もこの地域のまさに特産、農産

物、そして水産物を含めた、これから幅広く付加価値をつけて、これから日本農業含め

て、やはりそういう輸出というものにも大きな力を注いでいかなければならない時代に

なってきているということも私も申し上げてきておりますし、観光も、これから別海町の

地域経済を担っていく、そして発展の大きな可能性を秘めた産業である、そして地域の基
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幹産業として育て上げていく必要があるということも申し上げてきたところであります。

したがって、そういうチャンスがあれば、敏速かつ積極的にそのチャンスを、最終的にそ

れが実を結ぶことが一番いいわけでありますので、その方向に向かって積極的に行動して

いく、そのつもりでおります。したがって、慎重にという気持ちはわかりますが、慎重

に、慎重にと言いながら、今は日本中、北海道もそうですが、どこもいろいろな自分たち

の特徴を生かして、自分たちのまちの産業発展、そして地域経済の発展のためにいろいろ

なことを積極的に試みる、そういう時代であります。したがって、別海町もすばらしい１

次産業があるわけですので、そのことを地域経済の発展に結びつけていこうという取り組

みについては、いろいろな見解の相違はありますけれども、積極的にやってまいりたい、

そのように思っております。

以上を申し上げさせていただきまして、答弁をさせていただきます。

最初の質問にもお答えをいたしましたが、瀋陽市及び通遼市人民政府の責任のある立場

の皆さん、また、政府との合弁会社や密接な関係のある会社のトップの皆さんとの会談や

意見交換、これらを行うことができて、訪問の目的であります観光、また、農水産物の販

路、研修生の受け入れ等の交流の可能性、これを見きわめることや、相互の信頼関係を築

いていくこと、これらについては大きな成果があったと考えております。

このたびの訪問を契機といたしまして、当町から招待をさせていただき、訪問していた

だくなど、当町への理解をいただき、信頼関係をさらに深めながら、お互いの地域のメ

リットになるように、できることから着実に実行していきたいと考えております。また、

友好都市の提携も考えながら交流を深める努力をしていきたいと考えております。

中国の都市部の皆さんには、北海道が非常に魅力的な観光地として認識されてきており

ますし、中国の東北部にはない、牧歌的な酪農景観や豊かな自然、風光明媚な豊かな海、

安全・安心な特産物など、満足いただけるものと思っております。

また、人材派遣事業につきましては、受け入れ体制を整えることによりまして、余り時

間をかけずに取り組めることであると思っております。

経済交流については、時間は要するものと考えられますが、日本の食品の安全・安心へ

の評価は極めて高いものがございます。輸送コスト等、課題もありますが、中国の食料貿

易に非常に影響力のある方にも面会、意見交換することができましたことは有意義であっ

たと思っておりますし、これからの日本の農業は輸出についても取り組むべき大きな課題

であります。

今回の訪問を契機として、本町の観光、産業、人材、文化等の本町の発展に寄与するこ

とができる交流が可能であるとの感触を得ることができた訪問であったと考えておりま

す。

今後、交流等を取り進めるに当たっては、議員の皆さん、商工関係者、産業経済団体関

係者等の皆さんにも、進展状況によりまして協力をいただくことがあるものと考えており

ますので、ぜひ御理解と御協力をいただきたいと思います。

追加のお答えをいたしますが、先ほど経費についても、最小の経費で最大の効果を発揮

するよう、当然のことであります。したがって、今回、いろいろな皆さんの協力をいただ

きながら、最小限の経費に努めてきたところであります。したがって、今回の経費につい

ても、他町はどのような経費で行かれたのか等もぜひ調べていただければ、私どもは決し

て無駄な経費として、最大限経費を抑える、その努力をしてきたつもりであります。

以上であります。
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西原議員。○議長（渡邊政 君）

今後、これからのことですので、町長のほうから町の発展への可○１番（西原 浩君）

能性を感じる行政視察だったというまとめだと思いますので、今後、町の発展につながる

ように、つなげていただきたいなと。いろいろ考え方、町長の政治姿勢というものが聞け

て、有意義な議論ができたのでないかなと。今後の展望に期待いたしまして、中国の訪問

に関しては終わらせていただきます。

それでは、３点目に移ります。

３点目といたしましては、中小企業の振興のための経済対策についてと題しまして、先

ほど中村議員も質問されたことではございますけれども、なるたけ重複しないように質問

していきたいなと思っております。

近年の日本経済の景気の悪化、また、厳しい財政状況を背景に、国や地方自治体では、

公共サービスの効率化、コストダウンが求められております。

このような中、公共事業や委託事業などの公契約の価格は、過当競争と相まって、低価

格、低単価の契約や受注が増大しているところでございます。

現在、当町では、中小企業基本条例が制定され、中小企業振興のための施策が整備され

ているところでございます。

昨年は国の補正予算で、きめ細やかな臨時交付金事業など、そのほかにもいろいろ交付

金事業がありましたけれども、そういうような国の補正予算、また、町単独予算で、地域

会館の整備事業、町道整備事業を行いました。

(1)といたしまして、今年度において、今後、町独自の景気対策についてはどのように

考えておられるのかということをお聞きしたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

非常に西原議員言われたように、去年につきましては、国の景気対策事業ということ

で、非常に事業もできたということもございます。しかし、今後、別海町としてどうなの

かということになりますと、非常にこれは財政上の問題もございます。そういった中で、

そういった国の景気対策が、ことしも２次補正予算ということもありますけれども、まだ

中身についてはわかりませんので、国の対策についてはまだわからないところであります

けれども、中小企業の振興ということにつきましては、先ほど中村議員にも言ったとお

り、今、町の定める基本方針、これの提言書をいただくことになっておりますので、そう

いった提言書をいただきながら、きめ細やかな予算とか、あるいは振興というのは考えて

いきたいなというふうに思っていますけれども、そういう中で、今現在、我々が景気対策

といいますか、町独自でやっているものについては、やはり今年度も実施しておりますエ

コ住宅、地域貢献中小企業支援や起業家支援、あるいは今行っています太陽光発電など、

こういったものを意図として、これも継続してやっていきたいなというふうに思っており

ますし、また、従来から実施しております、非常に景気が落ち込んで資金繰りも大変だと

いうこともございますので、今までやっておりますように、中小企業利子補給支援事業、

そういったものを継続して、融資返済の負担軽減を図りながら、経営の安定に向けて支援

してまいりたいというふうに考えております。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

今、部長のほうから答弁ありましたように、国の補正予算がわか○１番（西原 浩君）
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るのは年明けになるのではないかということで、具体的な施策についてはわかった時点で

また事業展開していただきたいなと。町の発展になるように、中小企業、そして町内業者

が使い勝手がいい、先ほど中村議員が言いましたように、使いやすい事業というもの、そ

ういう仕組みを仕掛けていただきたいなと思います。

２点目といたしまして、１１月２９日の臨時議会で、これは２年連続なのですけれど

も、期末手当の引き下げを条例で定めました。このことにおいて、いろいろ引き下げなけ

ればならない状況等は説明ありましたけれども、人事院勧告に準拠しているということで

ございましたけれども、経済的な観点、当町における引き下げにおける経済的影響につい

てはどんなふうにとらえているのかということをお聞きいたします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

町職員の給料等、期末手当等の引き下げがあったわけでございますけれども、これは国

の人事院勧告に基づいてやっていることで、別海町としてはそういった人事制度がないの

で、国の人事制度を使っているということでございますけれども、国の人事院が、一般企

業や何かと比べると、それだけの差があるということで、今回引き下げになったわけでご

ざいますけれども、いずれにしても、町職員の下げられた金額がどのような影響を与える

かということについては、特に調査もしておりませんし、また、職員個々の消費形態とい

うのも把握しておりません。そういったことで、現時点で影響額を調べるということはで

きませんので、その辺は、影響についてはわからないというのが現実でございます。いず

れにしても、下がったということは、何らかの影響はあるだろうというふうには思います

けれども、ただ、消費の実態によってはどうなるかというのは、影響額については調べて

おりません。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

今、具体的には想定していないということなのですけれども、国○１番（西原 浩君）

のほうでも成長戦略という中で、経済的な仕掛けをやっていく。成長戦略ということは、

経済上昇率が物価上昇率より上がらなければ成長していかないですよね。ということは、

やっぱり賃金なり給料が下がっていくということは、個人消費を抑えようということにつ

ながっていく。

この間、講演があったのですけれども、地域の経済主体というのが、中小企業であった

り、商店、農家、ＪＡ、漁協、ＮＰＯ法人、そして地方自治体である役場、そこで働く

人々が経済の主体になっているのではないかと。そういう地方のところでは、そういう経

済主体がごく身近な団体、そしてそこで働く人々、その小さなパイの中で地域が豊かにな

るということは、やっぱり住民の１人の生活が維持され、そして向上されていくというこ

とが重要なことだと思いますので、これは財政健全化、そういう観点から、常に人事院勧

告に準拠して行動するという基本方針、それは財政面を考えれば、町当局としては当たり

前のことかとは思いますけれども、また一方で、地域経済ということも考えると、そこの

バランスを考えていくということも大切なことではないかなと考えるわけです。

なぜこういうことを言うのかといいますと、異論はあるかもしれませんけれども、昨年

度、２１年度の決算、一般会計の剰余金といいますか、一般会計の実質収支差額が５億

８,６００万円ほどあった。その中で、３億円が財政調整基金に積み立てられると。これ

は企業で言えば内部留保になっていくと。頑張って頑張って財政を安定化させることが、
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役場の財政健全化ということではお手本なりいいのですけれども、地域経済にとっては余

りいいことではないという現実もあると。だからその辺のバランスをどういうふうに考え

て舵取りをするのか。例えば一般企業であったら、余りにも内部留保が多いと、事業分量

割り戻しですとか、そういうような形で還元していくわけですよね。それが、今回、期末

手当を下げるならば、かわりに、例えば地域振興券ですとか、町民還元になるもの、職員

だけには限らず、そういう代替案があればどうかなと思うのですけれども、その辺につい

て、町長、どうでしょうか。

町長。○議長（渡邊政 君）

今、職員給与の影響等御質問があったところでありますが、我々○町長（水沼 猛君）

のまちはまさに町民があっての役場であります。町民があっての職員であります。した

がって、現在の地域の状況、民間の状況を把握、考えれば、最低限、人勧については守っ

ていこう、守らざるを得ない、そういう状況だと思っております。まだまだ民間との格差

がございます。そういう中でどうしていくのかということはこれからの課題でもあります

が、現在までは人勧を遵守していく、最低限のことだと我々は思っております。

財調についてもありましたけれども、何を基準に多いとか少ないとかという話ではなく

て、今、本町のいわゆる自立の道を歩むための健全な財政構造を構築していこうというこ

とでやってまいりました。これからもその方向でやってまいりたいと思いますが、いずれ

にいたしましても、こういう時代、国の政策もいずれ膨らんだ借金をどう返済していくか

ということに大きな舵を切られる、これは近々、間違いのないことであります。そういう

時代も見据えながら、そして中長期的にしっかりとした町の政策を、町民福祉、産業の振

興のための財源を確保していく、そのための財調の貯金を、なるべく無駄をやめて、そし

て町民の皆さんにも我慢をするところは我慢をしていただいて、ともに汗を流しながら健

全財政を築いていきましょう、そういうことも含めて協働のまちづくりを進めているとこ

ろでありますので、ぜひ御理解をいただきたいと思いますし、今、我々の、財調がふえた

といっても、それはまだまだ十分なところ、全くそういう段階にはないということも現実

でありますので、ぜひ御理解をいただきたいと思います。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

若干、とり方が違うのかなと。額が多いとか少ないとかではなく○１番（西原 浩君）

て、私が趣旨としているのは、財政調整基金に積むということは、企業でいえば内部留保

になって、塩漬けのお金になってしまうのではないかと。だから、その辺のバランスを見

ながら、何か町民還元になるような施策を同時に展開できないのかと。今回、３,０００

万円ぐらい削減になるという、ちょっと数字があやふやな部分もありますけれども、とい

うことなのですけれども、３,０００万円節約することが本当に町内の活性化になるの

か。先ほど経済の波及効果ということを中村議員が言いましたけれども、その３,０００

万円を、例えば地域振興券であったり、そういうことにすることによって循環型経済にな

るのではないかと。

ちょっと時間がないので(3)に入りますけれども、経済の活性化のためには、循環型経

済、この展開が必要になってくるのではないかと。今回、これは例えの話なのですけれど

も、千葉県野田市で公契約条例というものが制定されたと。その条例のことに関しては、

まだまだ課題も多いし、すぐ当町で取り入れるというような段階ではないと思いますけれ

どもこういう取り組みもしている市町村もあると。そういった中で、循環型経済の形成を

するためにどのような取り組みをしていく考えか、(3)の質問をしたいと思いますので、
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答弁のほどよろしくお願いいたします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

今、西原議員が言われたとおり、地域の経済を活性化するためには、やはり地域で創出

した金をその地域で消費し、そのお金を再度地域内に投資する循環型経済の形成が重要

と、これは当然そうだというふうに思っています。

今、千葉県の公契約の話も出ましたけれども、これにつきましては、今、西原議員が言

われたとおり、中身については非常に検討しなければ、これをすぐ取り入れるだとか、そ

んなことにならないというふうに我々も思っております。そういった面では、こういった

ことも検討の一つとして今後も考えていくことはあろうというふうには思いますけれど

も、今の段階では、ちょっと取り入れるということにはならないというふうに私も思って

おります。

そういったことから、先ほども言いましたように、町としましては、今、中小企業の皆

さんから協議会をつくっていただいて、提言書をいただくということにしておりますの

で、それを踏まえて、どういう方策が今後必要なのか、そういったことを十分その提言書

を尊重しながら、今後、基本方針の策定に向けて進めてまいりたいなというふうに思って

いますので、その辺についても十分検討してまいりますので、御理解をいただきたいと思

います。

以上です。

西原議員。○議長（渡邊政 君）

３番目の質問の趣旨というのは、先ほども言いましたように、い○１番（西原 浩君）

かに循環型経済というものをつくっていくのか、仕掛けていくのかという政策的なインセ

ンティブ、政策的な誘導というものが、個人消費を喚起させるような政策というものを出

していただきたいなと、そういうことが町の発展につながるのではないかなと思っており

ますので、今後、そういう趣旨で政策を期待したいなと思いまして、質問を終わります。

以上で、西原浩議員の一般質問を終了いたします。○議長（渡邊政 君）

ここで、午後１時１０分まで休憩をいたします。

午後 ０時１０分 休憩

──────────────

午後 １時０６分 再開

休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。○議長（渡邊政 君）

それでは、次に、１２番佐藤 雄議員、質問者席にお着きください。

なお、質問は、一問一答方式でございます。

それでは、通告に従いまして一般質問をいたします。○１２番（佐藤 雄君）

昨日の一般質問、沓澤議員、また、本日午前中の一般質問の中で西原議員もそれぞれ質

問されております。しかしながら、事前通告もしております。重複される部分も一部あろ

うかと思いますけれども、御容赦いただいて、質問させていただきたいと思います。

それでは、１点目、ＴＰＰ交渉参加断固阻止への独自運動の展開と題しまして質問させ

ていただきます。

何の対応も対策もないままに、本年の１１月９日、包括的経済連携に関する基本方針が

閣議決定した日であります。

これは農林水産業の崩壊が始まり、食料主権国家が必要なのに、逆に沈没へ向かって舵
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を切ってしまった、まさにスタートした日と言っても過言ではない、忘れられない記念す

べき日となる危険性をはらんでいる状況であります。

こうした中、関税を原則撤廃し、完全自由化するＴＰＰに参加すれば、壊滅的大打撃を

受け、食料自給率は４０％から１４％へ急落するとも言われております。

世界を見ますと、世界の人口増加が進み、また、気候変動等の中、世界の食料事情は逼

迫しており、お金を出しても売ってくれない、買えない時代が必ず来ると思います。

こうした中、政府は、食料自給率を５０％にすると言っていたのは何だったのでしょう

か。日本の食糧安全保障上、また、地域経済、地域社会の崩壊、あるいは雇用への甚大な

影響、国土保全等、多面的機能の崩壊等、懸念される状況下であります。

特に北海道におきましては、全国の４１％の面積を有し、人口は４％ではありますが、

食料自給率におきましては２００％を誇り、日本の食料供給基地として、食料自給率向上

に寄与しております。

こうした中において、別海町を見ましても、パイロットファーム事業、あるいは新酪農

村建設事業、あるいは漁港整備、水産業の振興等、未開のだれも経験したことのないこと

へチャレンジした先人のはかり知れない苦難、あるいは試練の中で、今や日本一の食料供

給基地となり、その果たす役割の大きさ、また、これからの時代にマッチした体質改善、

強化へさらなる邁進を図っていこうとしている状況の中、突然ともいえるＴＰＰへの参加

の影響は、他市町村の類ではないと考えます。

こうした中、別海町への影響の度合い、あるいは損失見込額を、できれば業種別にお知

らせをいただきたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

佐藤議員の質問にお答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

ＴＰＰが発効された場合、どのような影響があるのかということでございますけれど

も、これを試算する前提としましては、北海道がさきに試算して報道等に発表しています

ので、その試算をもとに、別海町の試算をちょっと計算したいというふうに思っていま

す。

まず、試算の前提条件として、北海道におきましては、バターや脱脂粉乳、あるいは

チーズなどの乳製品は、品質面で国産の優位性がほとんど存在しない、要するに海外のも

のも国産のものもそう変わらないよということでございます。そういった点が１点。それ

と、２点目は、飲用等向け生乳は量、価格とも影響はない。飲用については、海外の輸入

には影響しない。この２点をもって計算しております。

その結果、別海町に当てはめますと、北海道の生乳生産量は今、３９１万トンになって

おります。これが道の試算でいきますと９１万トンに減るということで、７７％、約３０

０万トンの縮小が予想されております。

こういった条件を別海町に置きかえますと、２１年の生産乳量でございますけれども、

１月から１２月の生乳販売量で４８万１,８３８トン、生乳販売高で４１９億円ございま

す。別海町の場合は、加工原料乳ということで、収入にはほとんど影響してこないのでは

ないかという試算でございます。

それから、別海町の酪農畜産、肉畜や固体販売の実績を見ますと、頭数で６万６８７

頭、販売高で７６億円というふうになっております。そうしますと、当然、加工原料乳の

出荷ができないということは、当然、乳用牛も要らなくなるのではないかというような想

定の中で計算しておりますけれども、そういうことでいきますと、生乳生産のほうでは４
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１９億円、肉畜販売等では７６億円ということで、酪農畜産に及ぼす影響は４９５億円と

試算したところでございます。

また、水産業につきましては、安価な輸入水産物の大量輸入により水産物価格は下落が

懸念されております。ただ、関税率が低いということもありますけれども、その中でも一

番影響を受けるのがホタテというふうに言われております。ホタテの損失が主に見込まれ

るということで、両漁協合わせますと大体３２.５％ほどの影響だというふうに聞いてお

ります。それを試算しますと１５億９,２００万円というような数字になるかと思いま

す。

酪農、水産、１次産業合わせますと５１０億９,２００万円というような数字になって

おります。

また、先ほど業種別ということでございますけれども、商工業とか企業など、そういう

ものについては、非常に視野が広いとか、その算出根拠というものが見えないということ

もありまして、現在の段階では予測が不可能でございます。ただ、１６年度のそういった

統計を調べますと、なかなか１６年程度しか出てこないということですけれども、別海町

の総生産高というのは、ＧＤＰでいいますと１,３７０億円程度になるということでござ

いますので、そのうちの５１０億円が１次産業ということですから、ほかにも大きな影響

が出てくるものというふうに思っております。

以上です。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

ただいま部長から、別海町の１次産業を中心にしました、建○１２番（佐藤 雄君）

設、商工含めまして、大雑把に言いまして１,３７５億円の早く言えば収入が試算される

という中で、酪農水産だけで５１０何億円のマイナスということですので、先ほど申しま

したように、壊滅的打撃、しかも別海町の場合は、牛乳だけ見ましても全国の６％、北海

道の生乳生産の１２％、１割強生産されておりますし、草地面積におきましても、中山間

地を引っ張りますと大体全国の草地の対象面積の９％近くを対象とされている、いろいろ

な意味で地域の振興に国の施策含めて支援を受けながら頑張ってきているのが今日であり

ます。

そういった中で、先ほども町長答弁しておりましたけれども、２番目に移るのですけれ

ども、本町のこうした置かれている状況下、オール別海町という話もございましたけれど

も、私といたしましては、この間も管内の大会もありましたし、いろいろ運動はされてお

りますけれども、まさに別海町そのものがひっくり返ってしまう一大事であります。そう

いった中で、国等への要請、あるいは町独自としての運動の展開、その辺についての所見

があればお伺いをいたしたいと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

佐藤議員の質問にお答えをいたしますが、まさに１次産業だけで○町長（水沼 猛君）

約５００億円ぐらいの損失額になるということでございまして、まさにこのような状況の

中で、このような農業政策の中で、ＴＰＰ交渉参加ということなりますと、地域の産業含

めて、まさに地域の崩壊である、そういう状況になりかねない、大変危機感を持っている

ところであります。

本町につきましては、１次産業を経済の基礎とする多くの別海町民が、この恵まれた自

然豊かな大地に、そして将来にわたり安心して暮らせる社会構造、これをＴＰＰについて

は崩壊に導きかねないということでございます。したがいまして、このＴＰＰの交渉参加
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には断固反対の立場でございます。

原則として関税を撤廃するＴＰＰ交渉参加表明を撤回し、ＥＰＡ、ＦＴＡ交渉において

は、農業や地域経済、社会に及ぼす影響を十分に検討し、乳製品、牛肉、軽種馬、米、小

麦、砂糖を重要品目として、関税撤廃の対象から外すなど、適切に対応することであると

思っております。

また、食料自給率でカロリーベース５０％を目標に目指すということにも、また、安全

で安心な食品を望む消費者の国産品需要を維持するにも、日本農業の将来ビジョンとした

新たな食料・農業・農村基本計画の実現を目指し、食料のつくり手であります担い手に対

する支援対策等々を、国民合意のもとに必要な予算措置を講ずることが最優先でございま

す。

したがって、関係団体とともに、国政に対して適切に対応するよう引き続き要請等を

行ってまいりたい、そのように思っております。今後、各経済団体含めて、適切に、また

積極的に、国の阻止に向けての要請を行ってまいりたい、そのように考えております。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

ただいま町長から、政策提言含めまして、国の政策に反映でき○１２番（佐藤 雄君）

るように頑張ってまいりたいという強い決意が述べられました。

例えばの話なのですけれども、先ほどからこだわるわけではないのですけれども、本当

に別海町は１次産業というか、これに相当力を入れてきて、今の今日の基盤があるわけで

して、全部現金でやっているわけでないので、私もそうなのですけれども、やはり牛舎に

２０年償還というような資金も使っております。その中で、こういうような突如とした形

の中では、なかなか経営のやりくりも大変ですし、そういった中では、先ほどの西原議員

さんの質問の中でもオール別海ということを町長が申されておりましたけれども、私も当

然そうだと思います。

そういった中で、関係団体含め、あるいは、例えばの話なのですけれども、議会、今１

８人おるのですけれども、全員とは言いませんけれども、そういった形で、これは議会と

の相談でしょうけれども、そういった中で、そういった独自の行動、そういうことはいか

がなものかなと思いますけれども、その辺、もし差しつかえなければ。もしなければよろ

しいですけれども。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えをいたします。○町長（水沼 猛君）

今後の国の動き等々、また、関係団体含めて、先ほどもオール別海で町でやはりこれは

対応すべき重要な課題であるということを申し上げました。したがいまして、今後、のそ

ういう議会を含めた皆さんにも協力をいただく、そういうことも今後検討してまいりた

い、そのように思っております。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

これは国の一大事でもありますし、すなわちその一角をなして○１２番（佐藤 雄君）

いる別海町の危機でもありますので、町長の力強い国等への要請を期待を申し上げたいと

思います。

それでは、次に移らせていただきます。

２点目につきましては、標津線代替バスの路線変更による地域活性化についてと題しま

して質問をさせていただきます。

標津線の廃止から、平成元年ですから、２２年経過しております。以来、今日まで、根
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室交通あるいは阿寒バスが代替輸送を行い、交通の足の確保に努めてきております。ま

た、赤字路線を各自治体が標津線代替輸送連絡調整協議会を通じまして応分の負担をしな

がら交通路線の確保に努めている状況であり、旧ＪＲ路線の延長の長い別海町内は、全体

の３０％を負担している現状でもあります。

そうした中、町長の力強い政策のもと、輸送人員の、あるいは利便性の確保というよう

なことから、別海市街内の循環路線の見直しが実施をされている状況であります。

こうした中、一つといたしまして、標茶経由もあるのですけれども、バス路線の本数と

乗客数の推移等の現状はどのようになっておりますか、お知らせをいただきたいと思いま

す。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

御質問にお答えをいたしたいと思います。○総務部長（小守 正君）

標津線代替輸送、この件につきましては、平成元年４月２９日の標津線の廃止に伴い、

このときから根室交通と阿寒バスが代替輸送を行っておりまして、現在、阿寒バスで７路

線、根室交通１路線の合計８路線で運行がされているところでございます。

次に、バス路線ごとの１日当たりの乗車数でございますが、ことし４月から９月までの

実績から算出をいたしますと、阿寒バスが運行しております標津標茶線、こちらにつきま

しては１１７名、標津中標津線、こちらにつきましては２路線ございますが、それぞれ

２.９人と４.１人、中標津西春別線につきましては３.６人、計根別標津線は１３.６人、

中標津計根別線は１０.３人、西春別標津線は３.６人となっております。また、根室交通

が運行している厚床中標津線は３８人となっております。

以上でございます。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

今、総務部長から説明がありましたように、なかなかこういう○１２番（佐藤 雄君）

マイカーの進んでいる時代の中で、交通の足の確保も大変な状況で、２０年前とは状況は

変わっておりますけれども、いずれにしましても運行して、足の確保と利便性を図るとい

うことには変わりはないという中、次の２点目に移らせていただくわけですけれども、実

は標茶、西春別経由、計根別経由の中標津標津線、これについてお話をしたいなと思いま

す。

そういうことで、路線の経由地の変更による西春別地域といいますか、駅前地域の活性

化というようなことについてお話をしたいなと思います。

現在、お聞きしますと、西春別駅前、市内循環は、旧ＪＲの駅前、あるいは西春別の診

療所、公民館等を経由し、かしわ野、本別を経由しまして、計根別、当幌、中標津、標津

と、こんなようなことで往復運行がされているようでございます。

こうした中、ある地域の方々に言われましたことは、どこもそうなのでしょうけれど

も、西春別駅前もさることながら、商店街の活性化、あるいはＪＡや店舗もあるので、購

買力の低下等々があると。それから、診療所があるのですけれども、その利便性をもっと

図って収益性を高めたらどうだとか、あるいは交流人口をふやしていく考えはないのか

等々言われまして、その中、虹別の市街の話も出まして、標茶町になるのですけれども、

西春別からそう距離は離れておりませんが、なかなか高齢者を含めた交通の足の確保がな

いと。虹別市街を経由していただければ、西春別に買い物へ行くのにも、あるいは診療所

にかかるのにも楽だがなというような意見も聞かされております。そういったことを含め

まして、今申したようなことで、他町にまたがるわけではございますけれども、何かそう
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いったようなことでこの利便性をさらに高めて、地域の活性化も含めましてどうかなとい

うことで、お聞きをしたいなと思います。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

お答えをいたしたいと思います。○総務部長（小守 正君）

御質問にあります路線につきましては、阿寒バスが運行している標茶標津線でございま

す。この標津線代替輸送路線につきましては、旧ＪＲ標津線の廃止に伴いまして、地域住

民の通院、通学や買い物などの生活の足を確保することを基本として、標茶町から泉川を

経由し、西春別駅前、計根別、中標津町、標津町まで運行している路線でございます。あ

くまでも旧ＪＲ標津線の廃止に伴う代替路線ということでございます。

御質問は、虹別地区を新規に加え、西春別駅前の活性化を図るべきではないかという御

質問でございますが、このことにつきましては、現在４点ほど問題がございます。一つ目

といたしましては、虹別地区を管轄する標茶町との協議が必要になります。二つ目といた

しまして、当初の基本的な考え方であります代替輸送という特殊な目的から外れる形にな

ります。三つ目といたしまして、運行の系統を変更することで走行距離がふえてくること

が予想されます。これに伴いまして、当然、行政の負担も増額となることが考えられま

す。四つ目といたしまして、費用対効果でございます。こちらがどうなるかということで

ございます。また、既に御承知のように、旧標津線にかかるバスの運行等につきまして

は、１市４町で構成する、先ほど議員のほうからも質問に中にありましたが、標津線代替

輸送連絡調整協議会、こちらの協議会で協議し、決定することとなっております。当町だ

けの判断でこの路線を決定できるものではありませんので、そのような路線変更につい

て、非常に難しいことがあることも御理解をいただきたいと思います。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

４点ほどの課題というか問題点も出ました。当然、うち単独で○１２番（佐藤 雄君）

ないので、沿線自治体との協議というか、そういったことがありますので、唐突にどうの

こうのとは言えないとは思いますけれども、今後に向けてどのような対応というか、考え

がもしありますればお聞きしたいし、今の時点でないということであれば結構ですけれど

も。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

ただいま申し上げましたように、標津線代替輸送連絡調整協○総務部長（小守 正君）

議会、こちらのほうに加入をしておりますので、今後、こちらの協議会のほうにもお話を

していきたいということで考えております。

以上です。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

一歩でも今より前に進めるように希望して、終わりたいと思い○１２番（佐藤 雄君）

ます。

次に移らせていただきます。

３点目です。公共施設のバリアフリー化の現状と今後の改善の必要性についてと題しま

して質問をさせていただきます。

海の青さと緑の大地、雄大な自然、そして四季折々に恵まれた豊かなまちづくりへの無

限の可能性を秘めました我が別海町、こうした中、昨今の状況は、急激な時代の変化の

中、子供たちから高齢者まで、みずから学ぶ意欲と社会の変化に対応でき得る力が必要で

あり、こうした中で、国際化、あるいは情報化の中で、みんなでともに汗を流しながら、
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ともに反映できるまちづくりの構築が強く求められていることは私から言うまでもござい

ません。

こうした状況の中で、公共施設の果たす役割ははかり知れません。特に障がい者、ある

いは高齢者等への対応を兼ね備えた公共施設づくりが必要であり、別海町の第６次総合計

画の中でも、これらの方々を含めた計画がされておるようであります。

こうした中、一つ目といたしまして、主な施設のバリアフリー化の現状をお知らせくだ

さい。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

佐藤議員の御質問にお答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

障がいのあるとかないということに関係なく、すべての人が安全で安心して生活し、そ

して社会参加できるような住宅、それから建築物、歩行空間など、生活空間のバリアフ

リー化が求められております。

町内の主な公共施設でございますけれども、数えますと１００以上ございます。最近と

いいますか、近年、平成１３年でございますけれども、ここの役場庁舎を建てました。こ

れは完全バリアフリー化になっていて、小さな幼児から高齢者、それから障がいのある方

など、多くの方に利用しやすい施設になってございます。

これは平成６年に、高齢者、それから身体障がい者等が円滑に利用できる特定建築物の

建築に促進に関する法律、ハートビル法というのですけれども、これが施行されました。

そのことによって、その法律の中で、建築確認をするとか、そういうことが義務づけられ

ています。そして、その中にもう一つ、障がいのある人だけでなく、すべての人にやさし

いつくりというか、いわゆるユニバーサルデザイン、こういう視点で進めていくことが課

せられたり、努力義務、こういうことになってございます。そういうことで、この庁舎は

バリアフリー化になってございます。

しかし、ほかの古いといいますか、建設年度が古い公共施設におきましては、なかなか

そのバリアフリー化が進んでいないというのが現状でございます。それには、狭くてス

ペースがとれないという理由もございます。

そこで、お尋ねの主な施設の現状でございますけれども、別海町の障がい者計画という

のがございますけれども、この策定したときに、６０の施設の調査を行っております。佐

藤議員お尋ねの公民館、学校、支所、連絡所、図書館も当然入ってございますけれども、

その調査の中で、階段に手すりを設置している施設、これは２階の施設に限りますけれど

も、これが３０ございますけれども、２９はついているということでございます。それか

ら、エレベーターの設置、これは３施設、これは本庁舎と図書館と病院、この三つがエレ

ベーターがついています。それから、障がい者対応のトイレでございますけれども、これ

は６０の施設のうち２７の施設が障がい者のトイレがついてございます。それから、出入

り口のスロープ、階段でなくて緩やかな傾斜になったスロープでございますけれども、こ

れは２２の施設がつけてございます。それから、段差なし、いわゆる玄関、入り口が全部

バリアフリーということでございますけれども、これが４施設ございます。保健セン

ター、それからマルチメディア館、ぷらと、尾岱沼の診療所と、この四つの施設が出入り

口はバリアフリー化になってございます。

以上でございます。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

今、福祉部長から説明がありましたが、別海町は、私から申す○１２番（佐藤 雄君）
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までもなく、非常に広大というか、広い面積の中で、いろいろな建物がたくさんございま

して、６０何施設が対象ということの中で、なかなか全部そろえるということは大変なこ

とは、当然私から申すまでもないわけでございますが、そういった中、２点目のほうにお

話を進めたいと思います。

施設の改善計画の必要性というようなことで、今、それぞれ障がい者の計画策定の中で

進めているということでございました。

実は私、本年夏ですか、たまたま西公民館のほうに出向く機会がございました。その中

で、たまたまおじいちゃん、おばあちゃんの夫婦、車いすの方でしたけれども、おじい

ちゃんがおばあちゃんの車いすを押して会合に来たと。お聞きしますと、長寿会とか公民

館の事業に、こうやって年何回か来るのを楽しみにしながら来ているのだと。同じような

年代の人の昔話を含めながらのお話や雑談をすることが何より楽しみなのだと、こういう

ようなお話でございました。

そんな中、今、役場もお金もがないんだねというような話も言われまして、その中で、

自分としてはできることは自分でやっているのですけれども、なかなか自分も体が不自由

なので、バリアフリー化されてはいるのですけれども、なかなか体が弱くて、ちょっと狭

くて大変なのだというような話がございまして、私もよくよく確認しますと、私も健康な

ほうですから、さほど気にはしていなかったのですけれども、現実に見て、いろいろお話

の中を咀嚼しながら見ますと、本当にこれではどうなのかなと、こんなような状況があっ

て、担当のほうにお話はしましたが、その後、こういった施設の改善、今後、直近のもの

がもしあれば、これは教育委員会になるのかな、公民館関係は。そっちのほうでもし計画

なり、あるいは福祉のほうでありますれば、それぞれ御答弁いただければと思います。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

それでは、お答えいたします。私のほうからは総体的という○福祉部長（田村秀男君）

か、全体的なことでちょっとお話しいたします。

バリアフリー化に対する今後の考え方としましては、やはり障がいのある人もない人も

一体となって、個人の自立と社会参加を促進する地域社会の実現を基本理念とする別海町

の障がい者計画というのがございます。そういう計画によりまして、ノーマライゼーショ

ンの理念、これは健常者も障がい者も同じ、特別視することなく一緒に参加していこうと

いう理念でございますけれども、こういう理念に基づいて、高齢者だけでなく、障がいの

ある方も関係なく、だれでも利用しやすいまちづくり、それから施設づくりに取り組んで

いきたいと思っております。

今、佐藤議員が御心配されております公共施設の改善計画の中で、教育委員会の施設、

これにつきましては教育委員会のほうから回答をしたいと思います。

教育部長。○議長（渡邊政 君）

教育関係の施設の状況含めて報告をさせていただきます。○教育部長（根本幸三君）

まず、社会教育施設の関係なのですが、完全なバリアフリー施設というふうになってい

るのが、図書館、加賀家文書館、３地区の温水プールがありますが、それと西春別体育館

の６施設が完全なバリアフリーの施設というふうになっています。玄関スロープも身障者

用トイレもない施設があります。これにつきましては、建物も古いことがありますが、郷

土資料館、少年会館、それから、美原体育館、豊原体育館の４施設であります。身障者用

トイレがない施設ということで、先ほどお話ありました西公民館につきましても身障者用

トイレがありません。西春別ファミリースポーツハウス、それから床丹ファミリースポー
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ツハウスの３施設が身障者用トイレがない状況であります。それから、玄関スロープ、身

障者用トイレを設置しているのですが、建物も古いことも含めまして、完全なバリアフ

リー施設ではないところもあります。これにつきましては、中央公民館、それから東公民

館、町民体育館、町民ファミリースポーツハウスの４施設であります。

学校の関係なのですが、完全なバリアフリー施設になっているところはありません。玄

関スロープ、身障者用トイレを設置している学校が別海中央小学校、上風連中学校、中西

別中学校、別海中央中学校、上西春別中学校の５校であります。玄関スロープのみ設置し

ているのが中春別小学校。ほか、小学校７校、中学校５校については、玄関スロープ及び

身障者用トイレ等の設置はされておりません。なお、町内の小中学校で２階建ての校舎が

あるのは１７校であります。すべて階段の手すりは設置していますが、別海中央小学校と

中央中学校につきましては、２階への移動に用いる車いす用のステップリフトというもの

を階段に設置しております。また、改修には時間と費用も要します。肢体不自由児学級が

設置されております上西春別小学校では、昨年度、階段の昇降ができる電動型車いすを設

置しましたて、特別支援学級在級児童の学校生活に対応しております。

以上、このような状況でありますが、まず学校につきましては、肢体不自由児童や生徒

の在籍する特別支援学級の設置の動向を見ながら、適時玄関スロープや身障者用トイレ、

階段昇降機等の設備を整備しなければなりません。

また、社会教育施設につきましても、先ほどありましたように、西公民館では身障者用

トイレもないという部分もありますし、玄関等、かなりブロックがはがれている状況もあ

りますので、利用等、状況を見ながら、計画的に整備することを検討していきたいという

ふうに考えております。

以上です。

佐藤議員。○議長（渡邊政 君）

今、教育部長から説明がございました。教育施設、教育委員会○１２番（佐藤 雄君）

所管、それぞれ福祉部も含めてですけれども、年次計画を持ちながら整備するということ

でございます。私から申すまでもなく、できることは自分でやるというのが筋ではありま

すけれども、体が不自由な方とか高齢者の方々、老若男女問わず、障がい者とか弱い立場

の人々に愛の手を差しのべるということは大切でありますし、当然、そういうことで町も

笑顔の絶えないまちづくり、あるいは町民とともに協働のまちづくり、福祉のまちづくり

ということが６次計にもうたっておりますし、水沼町長も先頭に立って町政執行方針をさ

れているところではありますが、さらに今後とも一日も早くこういった、言葉足らずでは

ありますけれども、弱い方々の立場というか、日の当たらない立場の人にもさらに御尽力

をいただければ幸いかと思います。ひとつよろしくお願いいたしたいと思います。

簡単ですけれども、以上をもちまして私の一般質問を終わらせていただきます。

以上で、佐藤 雄議員の一般質問を終了いたします。○議長（渡邊政 君）

ここで、１０分間休憩いたします。

午後 １時４８分 休憩

──────────────

午後 ２時００分 再開

休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。○議長（渡邊政 君）

それでは、次に、７番丹羽勝夫議員、質問者席にお着きください。

なお、質問は一問一答方式でございます。
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通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。○７番（丹羽勝夫君）

昨日の一般質問の町長の御答弁の中で、力強く２期目に向けての再選出場表明がなされ

ましたが、ぜひ頑張っていただきたいなと思います。

また、１期目の実績内容、現状等を述べられておられましたが、ここでは幾つかの疑問

点や、今後の町執行の政策、考え方を織り込んで、大きく３点ほどお尋ねいたします。

その１点目といたしまして、酪農工場について。

昨年、町が行って酪農工場の経営診断委託調査で、コンサルタントの結果報告にあった

酪農工場の民営化について、その後の進捗状況をお尋ねいたしますが、今月４日の新聞報

道で、中標津農協の乳製品工場が完成し、学校給食への供給を目指すとあります。また、

ＴＰＰ参入によって酪農工場に与える打撃等を考え合わせ、今後、酪農工場の民営化を町

としてどのようにとらえて進めておられるのか、その進捗状況をお知らせお願いいたしま

す。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

丹羽議員の、酪農工場の進捗状況ということでお答えし○産業振興部長（飯島孝二君）

たいと思います。

酪農工場については、将来の指針につきましては、農漁村加工体験施設、これと乳加工

体験施設、これにつきましては町の直営ということで、公益事業として継続して、今まで

どおり指定管理者制度を適用する考え方でおります。

また、酪農工場本体につきましては、コンサルタントの指摘もあるように、独立民間企

業として収益事業による経営拡大を目指す考えとして進めております。そういう面では、

中長期目標による、まず施設設備計画、あるいは販路拡大計画、その次には株式の増資に

ついて、こういったことの計画協議を現在進めているところであります。

以上であります。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

この民営化についてですけれども、コンサルタントが経営診断の○７番（丹羽勝夫君）

中で挙げてきたことでございますけれども、これは酪農工場の根幹をなすところでござい

ますので、ぜひ早い決断をされて進めていってほしいなと、お願いしておきたいなと思い

ます。

酪農工場の根幹をなすところで、そういった考え方で今進められているということです

けれども、幾つかの問題も掲げております。その中で、町長の所見をひとつお願いできれ

ばと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

酪農工場の完全民営化に向けて、早い決断ということであります○町長（水沼 猛君）

が、もう決断ということに関しては、この方向で行くということは決断しております。し

たがって、今後、クリアすべき課題が多々ありますので、その辺をなるべく早く関係団体

含めて協議をしながら、着実にやってまいりたい、そのように考えているところでありま

す。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

ぜひ早い時期に進めていただければと思っております。○７番（丹羽勝夫君）

二つ目に、中標津農協の乳製品工場が完成し、学校給食への供給となった場合、金額的

に減額になるかと思いますが、それに対しての試算額がありますか。また、町として特別

な対策等はありますか、お尋ねいたしたいと思います。
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産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

中標津農協の乳製品工場が完成したということについて○産業振興部長（飯島孝二君）

の御質問でありますけれども、今、学校給食による売り上げの減額については、今の状況

で試算してみますと、約２,０５０万円程度の減額が予想されております。

そういうことで、いずれにしてもこれは北海道が一般競争入札を経て供給というふうに

なりますので、今後、別海乳業興社の入札に期待したいというふうに思っております。

また、町としましては、当然、新聞紙上でも、中標津の工場につきましてはＨＡＣＣＰ

を取得した後、そういった事業にも取り組んでいきたいということでございますので、当

然、競争相手が出てきたということもありますので、我々としてはいろいろなことでこれ

だけ減るということは大変なことだなというふうには思っていますけれども、いずれにし

ても、この工場は酪農の皆様、農協、そういった人方の熱い思いで建てた工場でもござい

ますので、こういう面は皆さんとともに、町も含めていろいろなＰＲ、あるいは販路拡

大、こういったものに努めてまいりたいというふうに思っております。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

どうしても中標津に同じような工場ができたということになれ○７番（丹羽勝夫君）

ば、近隣の標津、羅臼町あたりもかなり入札に参入してきて、とられるような可能性もあ

るのかなと、ちょっと危惧するところですけれども、ただ、製品で勝負するとなれば、ス

トローがついているとか、ＨＡＣＣＰ関係の工場から出されているのだということにもな

ろうかと思いますが、中標津工場の場合、そういった今後出される学乳の牛乳に対して

も、ストローだとかそういったものはついているのか。そしてまた、ＨＡＣＣＰ等がどう

いうふうになっているか、もし調べてあればお知らせ願いたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

特に中標津工場の今後の製品の販売等についての中身的○産業振興部長（飯島孝二君）

なものは調査はしておりませんけれども、詳しい話は聞いておりませんけれども、ただ、

これからやるということになれば、当然、ストローの関係もそういったことをやるのでな

いかなと思っていますし、また、ＨＡＣＣＰについては、ＨＡＣＣＰを取得した後にとい

うふうに新聞報道でも言われておりますので、当然、これからやるのであればそうではな

かろうかなというふうに思っております。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

やはり近隣にそういった工場ができるということですから、ぜひ○７番（丹羽勝夫君）

早い情報をとって、後の対策に進めていただければなと思います。

それでは、３点目に入らせていただきます。

ＨＡＣＣＰの件ですけれども、ＨＡＣＣＰについて、専門的な人を配属させてＨＡＣＣ

Ｐ取得を進めてきたようですが、いまだ結論が見えてきません。頼りにする専門家も退職

なさって、今はおりません。また、ＴＰＰ問題を抱え、その上、学乳等では身近なところ

の中標津農協との競争になってくることは間違いないと思っています。機械設備の老朽

化、衛生管理上の機械導入、空気洗浄等に必要なエアコン設置等、酪農工場にとって経営

的にますます厳しい状況下になってくるものと思われます。

私は、このことについて反対するものではありません。むしろ問題がクリアでき、ＨＡ

ＣＣＰの認証を取得できれば幸いだと思っています。しかし、取得のためにかかる資金的
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なことや、取得後の管理面を考えると、道の認証で十分ではないのかとの私の質問でした

が、いついつまでに申請できます等々、その場逃れとしか感じ取れない、二転三転した御

答弁で今日に至っております。町が行った経営診断の仕様書から、ＨＡＣＣＰ認証取得に

関する事項を外してまで取得に自信を持っておられましたが、いかがなされましたか。

それから、少し時間もたち、条件も変わってきています。改めて町の立場から、ＨＡＣ

ＣＰ取得の進捗状況と、認証取得がおくれている理由、今後のスケジュール、考え方等を

改めてお尋ねいたします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

当然、調査の段階ではＨＡＣＣＰも外したということは、これは当然、乳業興社が進め

ているものでありますので、ＨＡＣＣＰを取得するために進めているものですから、あえ

てコンサルには頼まなかった。

いずれにしても、ＨＡＣＣＰにつきましては七つの原則がありまして、危害分析、二つ

目には重要管理点の設定、３番目には管理基準の設定、４番目にはモニタリングの方法、

五つ目に改善措置の設定、６番目には検証方法の設定、７番目は記録保存及び文書の規程

策定ということになって、七つのこういった原則がありまして、これに基づいて乳業興社

は進めてまいってきているところでございます。

いずれにしても、乳業興社が取り扱う生乳は、当然、原材料の中にはいろいろな菌が含

まれております。そういった面では、ちゃんとした温度設定をして殺菌しなければならな

いということもあります。当然、そういうことで、間違うと食中毒にもなるということも

ありますので、当然、製造物責任ということで、安全を確保しながら、安心しておいしい

牛乳をつくってきておりますけれども、ＨＡＣＣＰについては、今の牛乳からいけば道の

認証だけで十分ですけれども、ただ、こういう乳製品、食料を生産するというためには、

ＨＡＣＣＰがやはり一番必要だということは通常になってきていますので、それに向けて

今までも進めてまいりました。

しかし、牛乳は一般的に日持ちがしないというような理由で、今、普通は消費期限、こ

れは５日間程度です。この消費期限で５日程度のものであれば、現段階でもＨＡＣＣＰは

取得できます。しかし、乳業工場は近隣だけの商売をしていないということで、本州にも

送ったりいろいろしておりますし、店頭に少しでも長い時間、販売のために置いておきた

いということもありまして、今、賞味期限の８日間、これを確保して今現在やっておりま

す。そういったことで、これからも８日間を確保した賞味期限、こういったことでずっと

進めていきたいということで、それにはどうしても８日目になると若干菌が繁殖するのが

ちらっと見えるということで、大した影響はないと我々は思うのですけれども、なかなか

これは衛生的な問題からいくと問題があるということで、そういったことで、今、８日間

をどうしてもとりたいということで、その技術的なことで今いろいろ検討しているところ

でありまして、当然、今これを変えるということになりますと、温度の設定が若干高くし

なくてはならない。今まで８０℃１５秒ということでやってきておりますけれども、やは

りそれを完全に８日間の設定をするということになると、もう少し温度を上げた形にしな

くてはならないということになりますので、今、ケースや何かが今のままのケースになっ

ておりますので、まだ在庫もありますので、この在庫を見ながら、温度設定の方法を少し

上げたりして８日間をクリアして、ＨＡＣＣＰ取得へ向けて進めていきたいということ

で、今そういう準備をしているところでございます。
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以上であります。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

まず言っておきたいのは、私はＨＡＣＣＰをやらないでくれとい○７番（丹羽勝夫君）

うことではないのです。ぜひとれるものならとっていただきたいということで、ただ、そ

れを、今こういういろいろな問題が出てきています、ＨＡＣＣＰをとれない条件が。そう

いうものを、どうして調査段階のときに入れてくれなかったのか。酪農工場でＨＡＣＣＰ

を進めているというから、なおさらそこに調査が必要であったのではないかということが

思われます。

それから、前回の同じ質問の中で、こういう答弁がございました。要するに新たに酪農

研修牧場との関係が必要になってきている。その中で、生産現場から改善が必要な項目が

最終的に残ったこと、生産現場といいますから、酪農研修牧場、ここの生産現場からつな

がるシステムの改善が必要ということで取り組んでいます。これが１点。

それから、当然、平成２２年度中に研修牧場と共同して、原料乳品質の確保について取

り組みを進めているところで、安全品質確保ができた段階で改めて承認を目指すことに

なっていますと。

これと同じようなあれなのですけれども、商品の保存品質確保データの検証が整わない

と年内の承認申請に至らないという御答弁でしたけれども、これは先ほど７点の条件を

言っていましたけれども、その七つの条件のどれに当てはまるものか、教えていただきた

いなと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

当然、制度のどこの部分にという部分につきましては、七つのうちの、管理基準の設

定、あるいは検証方法の設定というところになるかと思いますけれども、これについて、

確かに前に研修、そういった原料の関係もありますということで、それは当然そういうこ

とでありましたので、その辺は原料の供給のほうと協議いたしまして、その辺の改善がで

きて、いいなということで、また研究していますけれども、結果的にそこの改善だけでな

くて、やはり日持ちの問題ということになると、殺菌方法の問題が最終的なところだった

ということでございまして、研修牧場ではそういったものもすべて調査し、改善もしても

らってということでありましたけれども、その中では、やっぱり最後に日持ち、消費期限

にするのか賞味期限にするのか、これが大きなところで、乳業興社にすれば、やはり賞味

期限が一番長くもてるということで、それで今、なるべく短くなく、長くできるように、

今一生懸命努力しているということと、それともう一つ、そういったケースや何かの在庫

もありますので、その在庫や何かも見きわめながら、そのときに一緒にそういったことを

表示しながらＨＡＣＣＰを取得するということでございますので、御理解いただきたいと

思います。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

賞味期限の話ですけれども、今のところ５日ですか、それを何と○７番（丹羽勝夫君）

か８日に持っていきたい。現在は８日ですか。５日を８日と言ったのでないですか。違い

ますか。ちょっと確認。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

私が言いましたのは、５日の期限で、消費期限であれ○産業振興部長（飯島孝二君）

ば、今でも即ＨＡＣＣＰは取得できますということです。だけれども、今の状況は８日間
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の日持ちするものにずっとしていきたいということで、その試験をやると、どうしてもＨ

ＡＣＣＰを取得するのには、若干８日目以降に危ういところがあるので、まだ申請しても

それは取得できないので、それを完全になくしたときがＨＡＣＣＰの取得ということで、

今の道や何かの基準であればクリアしておりますけれども、そういう面で、その８日間の

長い日数をとりたいために、今、工場の中で改善してＨＡＣＣＰをとりたいということで

ございます。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

ですから、工場の中を改善するということは、例えば賞味期限等○７番（丹羽勝夫君）

は、自社での基準があると思うのです。その基準にはまっていないからということなので

すか。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

これは簡単に言えば、今の殺菌温度を少し上げるだけでできます。ですけれども、今、

入れ物や何かがそういうふうな表示になっておりませんので、そういったものを加味しな

がら、その時期を見て変えようということで、今取り組んでいるということでございまし

て、決して工場の中が改善してどうにかしなくてはできないという問題でございませんの

で、温度設定の問題だけでございます。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

そんな簡単にできるということであれば、ぜひ早く進めて、とれ○７番（丹羽勝夫君）

るものであればＨＡＣＣＰの認証を受けていただきたいなと、このようにお願いいたしま

す。

それでは、次の質問に入らせていただきます。

中山間事業で酪農工場にかかわる金額、いわゆる経理処理についてお尋ねいたします。

中山間事業が３期目も行われるようになり、安堵している１人でございます。中山間事

業の一部が酪農工場の福祉牛乳、学乳の生産売り上げとして計上され、町も一部の負担

金、支援金で軽減もされております。その上、無料サンプル、販売促進用としてのかかわ

りも生じ、この分も生産売り上げとなり、なお販売用として無料で使用できるというしろ

ものでもあります。

また、旅費、交通費も出ていますので、酪農工場の旅費、交通費、いわゆる費用も軽減

されております。ただ、この旅費、交通費等の経費のところは、酪農工場の経費には計上

されません。ですから、決算による事業報告書には経費としては抜けている状態ですか

ら、本来の連結決算になっていないと思います。連結決算の上からは、経理処理を変えて

いく必要を感じますが、いかがでしょうか。決算報告を受けている町のお考えをお尋ねい

たします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

中山間事業、別海集落がやっている事業でございますけ○産業振興部長（飯島孝二君）

れども、当然、別海集落については、酪農家の皆さん、そういったところも酪農工場につ

いては非常に応援をしていますし、期待もしているところでありますので、当然、中山間

事業の中でそういった消費拡大運動に向けた支出というのは当然やっていただいても結構

だと思いますし、また、乳業興社についても、ちゃんとしたそういった受け入れ、あるい
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は処理をしているというふうに聞いておりますので、当然、会計士を入れてちゃんとやっ

ておりますので、特に我々としては乳業興社の決算報告等はおかしいということは思って

おりませんし、正しくやられているのだというふうに思っております。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

このことは、私も前の一般質問のときも指摘したところなのです○７番（丹羽勝夫君）

けれども、計算上は間違いありません、確かに。ただ、酪農工場も別海集落でやっている

売り上げ等に関しては、この前のＨＡＣＣＰの件でも言いましたけれども、全部売り上げ

に計上になってきます。ただし、集落から出ている経費の部分は、集落の部分で一切領収

書も何も精算してしまいます。ですから、酪農工場の経費がもちろんその分減ってくるわ

けです。その部分が決算報告の中で、我々議会に対して、町に対して、事業報告する義務

がある酪農工場の経理であっていいのかどうかという質問なのです。それが何でできない

のか。例えば集落の部分も中山間事業制度で旅費、交通費に使ったらいけないのですか。

まずその辺、ちょっとお聞きしてみたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思いますけれども、別海集落において○産業振興部長（飯島孝二君）

は、消費拡大事業ということで、当然、乳製品の使った部分については払うでしょうし、

また、当然、消費拡大というのはそういった活動に対しても認めているところでございま

すので、それは別に問題はないというふうに思っていますし、乳業興社においても、そう

いった支援金をもとにして乳業興社としての事業展開をする、それは別に経理的にもそう

いうおかしなこともやっていないというふうに思っていますし、私も、そういうことでは

いろいろな面でも会計士も入ってやっている話でございますので、おかしいということに

なっていないというふうに考えていますし、そんなことはあってはならないというふうに

思っていますので。

以上でございます。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

この旅費、交通費を変に使っているのではないかと、そういうこ○７番（丹羽勝夫君）

とではないのです。経理上、決算報告として提出する中身として、連結決算になった決算

方法になっているかどうかということなのです。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

私はそういうふうに思わないです。別海町集落が、酪農○産業振興部長（飯島孝二君）

工場を建てたいきさつからいって、そのＰＲ活動、消費拡大運動も、農民の皆さんの力も

入れて一緒にやっていこうということもありますので、そういう面で、別海集落として

は、いろいろな農家の人も行くときもありますけれども、なかなか難しいところもある。

それは専門的にやっている乳業興社が一番わかっている部分もありますので、そういうと

ころに我々の集落からのお金を提供しますので、多くＰＲして、そういった宣伝活動、あ

るいは牛乳の販売促進に頑張っていただきたいということでございますので、それを受け

て乳業興社がやっていることでございますので、そういう間違いはないということでござ

います。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

これは専門家の会計士さんというのは営業指導するわけでなく、○７番（丹羽勝夫君）
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上がってきた伝票を処理するわけですから、そういう見方でやるわけですから、酪農工場

の場合は、集落で出していただいている分の経費が下がるだけなのです。そこに入ってき

ているお金はないのです、集落から。それがどうして集落から酪農工場に対して、その販

促用の経費として、お金なり形としてどうして入れてもらえないのか。入ったら、そこか

ら行ってきましたよと減っていくわけですから。そうするとバランスシートがとれるので

す。今の状態ですと、バランスシートがとれません。ですから、そこを私が指摘している

のです。だから専門家の会計士は、上がってきた伝票を処理するだけですから、集落でや

られている旅費、交通費は一切会計士さんはわからないかもしれません。そういうしろも

のなのですけれども、今後、そういうことを含めて、会計士さんと相談をしながら、３期

目に向けてぜひ検討していただきたいなと思います。これ以上やっても理解していただけ

ないのであれば……。

ちょっと丹羽議員、質問の趣旨と答弁とがどうもかみ合わないの○議長（渡邊政 君）

です。それで、今、ちゃんと処理してほしいということはお願いでいいのですか。

ですから、それは何ともない、処理上、問題がないのだというこ○７番（丹羽勝夫君）

とですから、これ以上言っても仕方がありませんので、ぜひ私の言っている質問に対し

て、今後検討していただきたいなと思いますので、検討する余地がないということであれ

ば、それはまたいずれやらなければならないことかなと思います。

ちょっとお待ちください。ここで、暫時休憩いたします。○議長（渡邊政 君）

午後 ２時３１分 休憩

──────────────

午後 ２時３５分 再開

休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。○議長（渡邊政 君）

産業振興部長。

今の部分につきましては、その辺は今後、乳業興社と、○産業振興部長（飯島孝二君）

私も調べさせていただきたいなというふうに思います。企業としてそういう形でいいのか

どうか。ただ、今やっている中山間事業については、私は問題ないということでやってい

るつもりでございますので、御理解いただきたいと思います。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

それでは、大きく２番目の郊楽苑について質問させていただきま○７番（丹羽勝夫君）

す。

郊楽苑の営業再開に当たって、２００９年５月２８日の新聞報道で、２階建ての宿泊棟

を現在の倍の２２室にする予定との記事がありましたが、増設予定はまだ残っているので

しょうか。観光産業として、滞在型が望まれる中では、私も一堂に宿泊できるところも必

要かとも思いますが、競合される既存のホテル、旅館等には大きな痛手となることが危惧

されるところです。そのためにも、早い情報提供を望んでおりますことから、質問させて

ただきます。民間企業の郊楽苑となりますと、私どもは確認できかねますので、貸してい

る側、町にお尋ねいたします。増設する予定が残っていますか。もし今後、予定どおり増

設する場合には、契約上、どちらが増設費を負担することになりますか、お尋ねいたしま

す。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

郊楽苑の宿泊棟の増設予定につきましては、当時は新聞記事のとおり計画していたとい
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うこともありますし、若干町やらそんなことも、増設もしていきたいという話も伺ってい

たところでございますけれども、現在の状況からしますと、今現在、直ちに計画を実現す

ることは困難であるというふうに聞いております。また、将来的に経営改善、安定化が図

られれば、そういったことも実行していきたいという考え方はあるそうでございます。今

すぐはちょっと困難だという話でございます。

仮に将来、増設する場合の経費負担についてでございますけれども、契約項目以外のも

のであり、経営に関する部分に該当すると考えますので、これは郊楽苑の負担で行うもの

だと私どもは判断しております。

以上であります。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

よくわかりました。○７番（丹羽勝夫君）

ちなみに、当初始まるときに、サウナだとか脱衣所、休憩室、レストラン等を改築して

おりますけれども、これは今の御答弁からすると、郊楽苑さん側が負担したということで

よろしいのでしょうか。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

内装関係、そういったものについては、当時については○産業振興部長（飯島孝二君）

郊楽苑がすべて負担してやっております。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

それでは、次に、まだ郊楽苑が民営化になって数カ月しかたって○７番（丹羽勝夫君）

いませんけれども、現段階で、以前との比較で、町が郊楽苑に対しての費用、手出しの割

合が、なる前との比較として、費用対効果みたいな数字がもしつかんでおられましたらお

知らせ願いたいなと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

今の御質問でございますけれども、ちょっと費用対効果○産業振興部長（飯島孝二君）

というと無理かなと思いますけれども、確かに以前には管理運営経費として５,５００万

円、町から応援しておりました。また、そのほかに基本的な施設整備があれば、そういっ

たものも負担してきておりますけれども、ここ２１年、２２年に、当然、旧郊楽苑が閉鎖

してから、民営に移してからの経費、つくったものをちょっと拾ってありますので、それ

をちょっと報告したいと思います。

２１年度につきましては、当然、あそこのガス対策がございました。そういった面では

６７０万円ほど、それにかかるものがありました。それと、今回、基本的な施設でありま

す配水関係、こういったもの、それから、特別建築物の関係があって、ちょっと補修改善

をしろという指摘がございましたので、そういった部分も含めて行ったところでございま

すけれども、そういう中で３,２４４万５,０００円がかかっております。それと、電気設

備点検業務の手数料、これは決められているものですけれども、３回ほどやっておりまし

て、これが５万６,７００円、それから、給水メーター取付などの他補修、そういったも

のをしまして３３万３,０００円、それから、建築物及び建築設備点検業務委託、これは

保守点検業務ですけれども、法定的なものです。これは１０万６,０００円かかっており

ます。そういったことで、２１年度の総計としましては、配管や何かの大きな工事をやっ

ておりますので、トータル的には３,９６４万５,０００円ということであります。

２２年度につきましては、当然、源泉貯湯タンクの修理、バルブの修理などがありまし
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たので、これが１万３,０００円程度と、電気の保守点検、これが７万６,０００円、それ

から、先ほど言いましたように保守点検、建築物等の法定定期のお金ということで９万円

程度で、合わせて１８万円程度となっておりすま。

いずれにしても、合計で今のところ３,９８２万６,０００円ということでなっておりま

すけれども、費用対効果ということにはなりませんけれども、その程度かかっているとい

うことでございます。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

中身については数字的にもわかりました。○７番（丹羽勝夫君）

一つだけ、特別建築で３,２００万円ぐらいの説明を受けましたけれども、もうちょっ

と中身をお願いしたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

特定建築物の申請を受けてやっている建物でございますので、それが５年に１度、検査

が入りまして、こことここを直せというような指摘がございます。今回、ちょうどその年

に当たったものですから、これに約２９９万円、約３００万円ほどかかっております。

以上でございます。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

わかりました。○７番（丹羽勝夫君）

それでは、続きまして、小さい三つ目として、配管工事の進捗状況をお尋ねします。通

告で出しておいたのですけれども、このことは、先日、１０日の全員協議会で、産業常任

委員長からの郊楽苑の視察研修内容等でおおむね工事内容の説明がございましたので、理

解できました。そういうこともありまして、この質問については取り下げさせていただき

たいと思います。

それでは、大きい三つ目、観光産業についてということで質問させていただきます。

観光産業についてということで、１点目に、中国視察についてということ。

このことに関しましても、午前中の御答弁、また、先日、１０日の全員協議会で、同行

された職員さんからも詳しい内容説明がございました。また、町長の所見もお聞きしまし

た。大変忙しい視察であったようですが、大変御苦労さまでございました。

敏速な行動を起こすことによって結果が生まれますと、これも先ほど町長のほうの答弁

がございました。私も全くそのように感じます。今後も積極的な政策展開と行動力に期待

いたしたいと思います。今回の視察旅行が足掛かりになっていくよう願っておきたいと思

います。中国視察については、こういったことで説明を何度となく受けておりますので、

この部分も取り下げさせていただきたいと思います。

２点目、町は滞在型観光を考え、進めていこうとの昨日の説明がございましたが、現状

は通過型であるとのとらえ方のようです。これも全く同感でございます。

そこで、入込数全体の何割が宿泊となっていますか。滞在型の修学旅行、合宿等、町と

しての取り組みをお尋ねいたします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

最初にお断りしておきますけれども、通過型観光として、ことしも２３万人程度の入込

客はありますけれども、そのうち滞在している方はどの程度かというところにつきまして
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は、今ちょっと数字を持ってきていませんので、これはまた後ほど機会があれば説明した

いなと思いますけれども、いずれにしても、修学旅行だとかこういった滞在型の観光とい

うのはこれから重要視していくものだなというふうに思っておりますけれども、なかなか

修学旅行だとか、そういった小グループの体験型というのは、受け入れ体制というのが一

番重要だなというふうに思っています。今までも別海町のグリーンツーリズムネットワー

クの皆さんを中心に、酪農体験だとか宿泊体験、こういったことをしたり、あるいは乗馬

体験をしてきております。しかし、これにつきましても、まだまだ多くの人の入り込みが

できるというような状況でない、受け入れ側のところもあります。そういった面で、今後

やはり努力して、その辺もやっていかないとだめだというふうに思っていますし、ことし

の場合につきましては、口蹄疫の影響で、急遽、酪農家では宿泊できないということもあ

りまして、我々のほうとしては尾岱沼のほうに方に場所を変え、民泊したり、酪農工場見

学、あるいはバーベキューをやったりということで、ちょっと酪農体験はできませんでし

たけれども、今後もそういったことを含めて体験型の観光というのは重要だということを

考えておりますので、受け入れ体制や組織づくりに今後取り組んでいきたいというふうに

考えております。

以上でございます。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

受け入れ体制、組織が大変重要だというお考えで進められている○７番（丹羽勝夫君）

ようですけれども、特別この受け入れ体制について、今やられていることでもございまし

たら、例を挙げてで結構ですけれども、お聞かせ願いたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

なかなか目に見えていない部分がありますけれども、今○産業振興部長（飯島孝二君）

まで体験型になりますと、例えば農政のほうでやっているグリーンツーリズム、あるいは

水産関係ではエコツーリズムだとかというようなことで、窓口がないということもありま

したので、今は、余り知られていないような気もするのですけれども、商工観光課が窓口

として一本化してやっていこうということで、ことしから進めてはいますけれども、いろ

いろ商工観光課も忙しい部分もあったりして、一遍にまとめてどうのこうのというのは、

なかなか一束になっていない部分もございますけれども、今後はやっぱり関係部署と連携

をとりながら、窓口はなるべく一つにして、観光協会も含めた中でいろいろ検討していき

たいということで考えて、今現在、事務を進めているところであります。

以上であります。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

今御答弁願ったように、窓口もできていません。組織もできてい○７番（丹羽勝夫君）

ませんということで、グリーンツーリズム、これも若干、私もメンバーとして入って動い

ていますけれども、その窓口はすべてグリーンツーリズムが窓口になっております。です

から、町の窓口に入るのと、グリーンツーリズム、小さな窓口で入ってくるのでは、全然

受け入れ方が違うのです。そういったこともございますので、また、グリーンツーリズム

だけではなくて、今言われましたけれども、エコ、マリンツーリズム、そういったものと

の連携も全然できていません。率直に言って、エコツーリズムやマリンツーリズムは、そ

れではだれか名を挙げて登録されているところありますか。恐らくないと思います。小さ

い中ではやられているかとも思いますけれども。今、観光、観光と言われているわりに、

大変おくれた状態にあると思うのです。ですから、窓口を初め組織づくりに全力を上げて
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やっていただきたいなと思うのですけれども、町長、その辺の所見をひとつお願いいたし

たいなと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げます。○町長（水沼 猛君）

議員おっしゃっていることは十分理解できますし、当然、滞在型、そして、やはり何と

言っても、いろいろな今の多様なニーズにこたえられる魅力のある観光資源というものを

開発していかなければならない、そしてＰＲしていかなければならないということも大事

だと思います。したがって、そのことも含めて、町は今、商工観光課の中で一体的に受け

入れ体制をとっているということでありますが、そのとも含めて、やはりそれぞれ観光に

携わる、いわゆるグリーンツーリズムをやられる皆様にしても、エコツーリズムを取り入

れたり、いろいろな町民の方がおられると思いますが、そういう皆さんと、やはり町がと

もに協働の力でやっていく、全体的に取り組んでいくということが極めて大事になります

ので、ぜひそういう方向で町も努力してまいりたい、そのように思います。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

大変力強い御答弁ありがとうございました。ぜひ進めていってい○７番（丹羽勝夫君）

ただきたいなとお願い申し上げておきます。

続きまして、次に、これからできます道の駅について、この道の駅の名前、また、売り

込みのキャッチフレーズ、地場産の販売等の内容についてお聞きしたいなと思います。ま

た、今後の維持管理の試算がございましたらお知らせ願いたいと思います。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思いますけれども、その前に、先ほどの○産業振興部長（飯島孝二君）

入込数の関係がわかりますので、今、上半期の状況でございますけれども、すべての入り

込みが２１万７,０００人ぐらい来ておりまして、そのうちの宿泊客というのは２万５,４

００人というふうになっております。そんなような状況で、非常に少ないということでご

ざいます。

道の駅の関係でございますけれども、当町初めての道の駅ということで、全国で一番小

さい道の駅でもいいのでないかということから始まっておりますけれども、既存の北方展

望塔と公衆便所などを活用した施設として、２３年度、２３年の４月にオープンをしたい

ということで、現在、開発局のほうで駐車場の整備だとか、あるいは北方展望塔の改修工

事をやっているところでございますけれども、駅名につきましては、公募したのですけれ

ども、シンプルに表現してやさしい感じがする、または漢字表記では読めない場合がある

という理由から、平仮名で「おだいとう」というように決定したところでございます。現

在のところ、特別にキャッチフレーズは持っておりませんけれども、地場産品等の販売

も、スペースの関係から、北方展望塔の中のスペースも小さいということもございまし

て、いろいろな物販をやるようなスペースにはならないというふうに考えております。一

部については見本みたいなものを置いて、後で発送するだとか、尾岱沼のまちのほうに

行ってもらって買い物してもらうとかということも含めて考えていかないとならないなと

いうふうに思っていますけれども、また、販売スペースがほしいということになれば、野

外でテントを利用するなり、そんなようなことも考えながら、そういった設置場所とか形

態などについては、道の駅の指定の関係もありますので、開発局とともに協議を進めてい

きたいなというふうに考えているところでもございます。

以上であります。
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総務部長。○議長（渡邊政 君）

道の駅の維持管理経費でございますけれども、先ほど産業振○総務部長（小守 正君）

興部長のほうからも説明しておりますけれども、北方展望塔を利用することになっており

ます。来年の予算編成に向けて今作業を進めておりますけれども、来年の北方展望塔の維

持管理経費、約４６０万円を予定しております。今後につきましても、同程度の維持管理

費が必要になるかと考えております。

以上です。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

名前は「おだいとう」、売り込みのキャッチフレーズはまだ考え○７番（丹羽勝夫君）

ていないのですね。販売する場所は狭いと。ですから、日本一狭い道の駅でいいだろうと

いうことのようですけれども、そして今後の維持管理等については、４６０万円というの

は、これからオープンするまでにかかる経費という見方でよろしいのでしょうか。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

来年の予算の試算でございますので、来年４月から再来年３○総務部長（小守 正君）

月３１日までの予算ということでございます。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

せっかくできる観光産業の一つの地域づくりということで道の駅○７番（丹羽勝夫君）

が完成するのかなと思ったのですけれども、ただ、イメージ的に小さい道の駅だというこ

とも、これはいいかと思いますけれども、今後、もう少し別海町を売れる、広い大地であ

る、それから、海のもの、山のものが行って買えるとか、そういうようなことが今回の道

の駅ではできないのかなと。そうしますと、できましたら今後、別海町の広い土地という

ことで、円を描けば、今でいえば中標津と産業道路とぶつかるドライブインがある地点、

あそこあたりは次のドライブに行く距離としてはちょうど中心になっているということも

あります。当初、そこで道の駅ができるお話もございましたけれども、お金のかからない

道の駅づくりを考えれば、あそこに展望台もあると。そういった展望台の活用、それか

ら、酪農研修牧場がある。これも体験施設として今後進めていくと。酪農工場とともにそ

ういったものに展開していきたいということも言われておりますので、そういうようなお

考え方も持たれ、そうすると、別海町に道の駅が二つあるよということも考えあわせたよ

うな方向づけというものをぜひお願いしておきたいなと。その辺で、町長の所見をちょっ

とお願いしたいなと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

お答えを申し上げます。○町長（水沼 猛君）

今、２７２号の交差点、あそこというようなお話もございましたけれども、実際、道の

駅については、将来的にはやはりそういうものも、場所は別といたしまして、必要なもの

であると思いますし、今回のことについては、北体協の我々で、最初は補修を考えていた

ところでありまして、そこを北体協のほうで改修していただき、また、トイレをつければ

道の駅として申請すれば認められますよと、そういう流れになったものですから、した

がって、最小の経費で、そして今までの懸案のトイレについても建てることによってそう

いう流れになっていくということでやったところでありまして、そういう意味では、今、

尾岱沼のほうにも物産が漁協の近くにもありますし、それらのいろいろなことを考えなが

ら、あの規模の中ではまだ大々的な物産を販売するとか、そこまではいかないだろうとい

う形で、最小限のものでやっていく、そういうことでございます。
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また、先ほども言いましたように、道の駅、将来的にはどこか適当なというか、最大の

場所というのは、いろいろなことを考えながら、一番有効的な場所というものを探してつ

くっていくということに関しては、将来的には考えることも必要でないかなと思っていま

すが、場所を現在特定したり、また、おっしゃられたようなことに関しては現在は考えて

おりませんので、ぜひ将来的なこととして、そういう必要もあるということで、将来的に

は検討していくべきかなということでございます。

丹羽議員。○議長（渡邊政 君）

ぜひ将来的な展望として織り込んでいただければなと思います。○７番（丹羽勝夫君）

これをもって質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

以上をもって、丹羽勝夫議員の一般質問を終了いたします。○議長（渡邊政 君）

ここで、１０分間休憩いたします。

午後 ３時０４分 休憩

──────────────

午後 ３時１４分 再開

休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。○議長（渡邊政 君）

なお、西原議員が早退でございます。

それでは、次に、５番瀧川榮子議員、質問者席にお着き願います。

なお、質問は一問一答方式でございます。

通告に従いまして、質問させていただきます。○５番（瀧川榮子君）

まず一つ目として、高校生の就職・進学支援についてです。

本年度は、就職先が決まっていない高校卒業生に対して、役場で対応した経過がありま

す。来年度についても対策が必要と考えます。役場において同様の対応をとる検討がなさ

れているか、お伺いします。

総務部長。○議長（渡邊政 君）

御質問にお答えをいたしたいと思います。○総務部長（小守 正君）

平成２２年度の臨時事務職員の採用に当たりましては、一般事務職でございますが、役

場全体で２６名採用を行ったところでございます。実際の応募につきましては３９名おり

ましたけれども、試験の結果として、採用者の２６名のうち、ことし３月、別海高校の卒

業者は、結果として６名全員採用されたということでございます。

平成２３年度の臨時事務職員の採用につきましても、今後、必要な人員を公募すること

としておりますけれども、教養試験及び面接試験の受験成績をもとに、優秀な人材を採用

してまいりたいと考えております。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

本年度、別海高校の卒業生のうち、就職希望者は３５名と聞きま○５番（瀧川榮子君）

した。たくさんの進学生がいるのですけれども、就職希望者は３５名です。就職内定者２

３名のうち、町内に残るのは４名です。どんどん若者が流出していきます。就職応援、地

域活性化のためにも、若者流出を防いでいく手立てをとる必要があると考えますが、その

ことについて何か方策を考えておられるかどうか、お聞きします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

お答えしたいと思います。○産業振興部長（飯島孝二君）

非常に瀧川議員いうように、地元の経済の冷え込みから、高校生の就職希望者のうち、
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地元に就職できる卒業生が少なくなってきたという状況にあります。別海高校に限れば、

昨年の就職希望者に比べてことしの希望者は少ないようでありますけれども、それでもま

だ現在、１０名程度の就職先が決まっていない状況にもあります。当然、卒業生の町内就

職を促進するには、町内の景気回復が重要だと。また、消費を活性化することが重要であ

るというふうには思っておりますけれども、それが今の景気が悪いということで、非常に

就職、求人のほうも少ないというのも現実であります。

いずれにしても、何とかこの打開策を打ち出さなければならないなというふうには思っ

ております。町しとても、地域の景気回復を図る意味合いからも、中小企業振興策を企業

の皆様や関係団体の皆様とともに連携して、人材確保や育成策を含め、今後、施策の中で

いろいろ展開的なことを検討してまいりたいというふうに考えているところでもございま

す。

高校でも町内企業等への訪問活動、あるいは職場体験などの就職活動の環境改善に積極

的に取り組んでいるところでもございます。そういったことで、少しでも町内に就職でき

るような、そういう環境になればいいなということで、今現在、注視しているところでも

ございます。

以上でございます。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

先日、新聞に、高校生の就職の内定率が本当に低い、北海道は沖○５番（瀧川榮子君）

縄に次いで全国的に２番目に低いというのが記事で載っていました。そして、企業として

は、採用したいのは将来性のある人と即戦力だということです。将来性というのは、面接

とかいろいろなことを考えると、高校生の人からも、企業の多年の経験によって、この人

は将来性があるなということを見込みをつけて採用するということはできると思うのです

けれども、決してそれが即戦力につながるというふうには考えられません。国としても、

就職難にさまざま検討策、対策を考えていると思うのですけれども、企業への応援という

のが、今いろいろ考えていらっしゃるということなのですけれども、前にも質問したので

すけれども、子供たちが就職した企業に対して応援をするというようなことも若者流出の

一つの対策としてつながると思うのですけれども、その辺のところについてはまだ何も検

討はされていないかどうかについてお伺いします。

産業振興部長。○議長（渡邊政 君）

企業への支援ということでございますけれども、今、緊○産業振興部長（飯島孝二君）

急雇用創出事業だとか、そういった国でもいろいろな対策を打ってきておりますけれど

も、非常にそういった制度を使うのにも、将来的に必ず採用しなければならないだとか、

そんなような条件がついているだとか、１年程度ならいいのですけれども、そんなような

こともありますけれども、町独自として、今のところはそういった制度もあるなというの

はわかっておりますけれども、なかなか町として企業に対してその分の支援をするという

ような実態は今のところありませんけれども、我々としてはそういうことも検討はしてお

りますけれども、その実施にはまだ至っていないというのが現実でございます。

以上でございます。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

ぜひ検討が実施に移るように、そして若者が別海町に残れるよう○５番（瀧川榮子君）

にしていただければと思います。

次です。三つ目、来年卒業予定の生徒のうち、現在１２２名中８５名が進学を選びまし
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た。６９.７％です。知識や技術を身につけ、ぜひふるさとに帰ってきてもらいたいもの

です。

別海町の奨学資金についてですけれども、平成２１年、昨年１１月に、地域保護者意識

アンケートというのがとられていて、その集計では、別海町の奨学資金について、一番よ

く知っているという別海市街の地域でも６１.２％、中春別では８８.５％の人が奨学資金

制度について知らないと答えています。医学系への進学だけでなく、広く町の奨学金制度

を知らせることが進学応援に必要だと考えますが、いかがでしょうか。

教育部長。○議長（渡邊政 君）

お答えをいたします。○教育部長（根本幸三君）

議員の御質問の中のアンケート調査につきましては、平成２１年１１月２日付の別海高

校が町内９中学校区と中標津町計根別地区、根室市厚床地区の中学生の保護者を対象に調

査したものであるというふうに承知しております。

調査項目は大きく五つありまして、最後の質問に、別海町の高校卒業後の奨学資金制度

について知っていますかという設問であります。御指摘のとおり、一番よく本制度を知っ

ている地域が別海中央中学校の保護者、６１.２％、反対に、中春別中学校の保護者のう

ち８８.５％がこの制度を知らないという集計が出ています。調査対象が中学生の保護者

であったということもこの数字に影響が出たのかなと思っていますが、これほど認知され

ていなかったのかということで、とても反省しているところであります。

奨学資金貸付制度の周知につきましては、現在、町広報誌で年１回お知らせをしており

ます。これを複数回にするとか、また、中学校や高校の父母の会議等があった中に行きま

して、周知拡大に努めていきたいというふうに考えていますし、さらに、高校の進学担当

の先生方にも細部について周知できるよう、協力を要請していきたいなというふうに考え

ております。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

別海高校では、少し先生とお話したのですけれども、別海町の奨○５番（瀧川榮子君）

学金ということについて、しっかりと説明されているというのは医療系、奨学資金が支給

されるほうに対してはしっかりと説明しているということでした。しかし、貸付金のほう

は、たくさんのいろいろな奨学金があるうちの一つとして説明しているだけにすぎないと

いうようなことでした。これは別海町の奨学金の貸付制度が魅力的に欠けているのではな

いかというふうに思いました。貸付の場合ですと、本町の住民であることのほかに、返還

の期間などもすごく短くて、正規に返済する場合は無利子なのですけれども、償還がおく

れた場合は年８.５％の利息がかかるというようなことがあります。別海町の学校では、

日本学生支援機構というところのことを例に出して説明されていたのですけれども、日本

学生支援機構では、返還の期間が短くても９年、利子は必要ですけれども、金利は上限３

％というふうになっています。こういうことからも、せっかく別海町で奨学金があるの

に、なかなか使えないという部分があります。こういうことを改善していく方向性が必要

ではないかなと思うのですけれども、その点についてはいかがでしょうか。奨学金を利用

する方が少なくなっているということも含めて、そういうふうな改善が必要ではないかと

思うのですけれども、いかがでしょうか。

教育長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○教育長（山口長伸君）
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私も非常に勉強不足でして、別海町の奨学資金について、正直なところ、今回初めて知

りました。そのぐらい、宣伝が足りなかったと反省しております。

今御指摘の件についてですけれども、平成１４年の３月に条例として一番新しく改正し

ております。けれども、それからもう６年もたちますので、やはり見直しの時期ではない

かと思われます。というのは、これが４４年から発足しておりまして、今までに８回ほど

改正されております。ですから、そのたびごとに、例えば金額的なものだとか、返済方法

だとか、多分、そういう改正があったものと思われます。そういったことで、瀧川議員御

指摘のとおり、検討してまいります。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

この貸付制度は別海町の住民だった子供たちが借りられるという○５番（瀧川榮子君）

ことですので、ぜひ貸付制度、検討し直して、借りやすい制度にしていただければと思い

ます。

奨学金を利用した生徒が卒業後、別海町のまちに就職したときには、医療系の学校と同

じく、奨学金の償還の免除も含めて検討が必要ではないかと考えますが、いかがでしょう

か。

教育部長。○議長（渡邊政 君）

お答えをいたします。○教育部長（根本幸三君）

現在、奨学資金貸付金の償還は、大学等卒業後、１年間の据え置き後、その翌年から５

年間の無利子均等償還となっております。

なお、今もありましたが、償還期間等について、延滞が生じた場合は利子をいただくと

いうことになっていますが、現状、個々の事情がいろいろありますので、それも考慮しま

して、現状、すべて利子をいただかない状態で対応しているところでありますし、今回後

提案の返還免除の件でございますけれども、今の貸付条例の１１条で、三つの事情が減免

対象というふうになっております。一つ目が、災害等により著しい損害を受け、生活困窮

の状態にあり、償還金の納付が不可能と認められるとき。二つ目として、償還義務者が生

活保護等の適用を受け、償還金の納入が不可能と認められたとき。三つ目が、償還義務者

が本町の振興と発展のため、町が特に認めた業務に引き続き３年以上従事したとき、３年

を経過した日から以降に、従事した期間に応じて免除するという規定があります。この町

が特に認めた業務に従事する者というのは、貸付規則の中では、教育長と町長が協議の

上、特に必要と認めた業務と決定したものというふうにあります。今、教育長からも検討

していくというお話がありましたが、現状、経済状況等、厳しいことは理解しております

が、償還金の返還免除につきましては、現状の条例、規則の減免条例に基づき、町長と協

議の上、不公平等にならないように適切に運用していきたいというふうに考えております

し、検討の結果、それぞれ議会等にも御相談することがあろうかと思いますので、その節

にはよろしくお願いしたいなというふうに思います。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

減免のところで、特に必要と認めた業務ということになります○５番（瀧川榮子君）

と、結構簡単に医療従事者とかいうようなところにはすぐ認めてもらうことができると思

うのですけれども、業務内容のことが相談の上ということですので、内容が見えないとい

う部分もあります。それから、そういう減免の制度があるにもかかわらず、知らなければ
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申請もできないで終わってしまうということも大いに考えられることだと思います。もっ

とこの事情は、これから検討されるということですので、広く当てはめる方向性も必要だ

と思うのですけれども、別海町に帰って仕事についているということだけでも、既にまち

に貢献しているということになるのではないかと思うのですけれども、その点については

いかがでしょうか。

教育長。○議長（渡邊政 君）

御指摘のとおり、別海町に帰ってきて仕事についている、そう○教育長（山口長伸君）

いう人たちが何人いるか、正直なところ把握しておりません。そういった意味から、予算

も立てられませんし、広い意味で瀧川議員の御指摘はわかるのですけれども、全部に広げ

てしまうと相当膨大な数になりますので、奨学資金そのものが制度としてつぶれてしまう

のではないかという懸念もあります。あくまで町民のための、子供たちのための奨学資金

ですから、これからの子供たちのためにも残しておかなければなりません。そういったこ

とを勘案しながら、いい方向に進めてまいりたいと存じます。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

送り出した親たちは、奨学資金を使っている、使っていないにか○５番（瀧川榮子君）

かわらず、もうこのまちには帰ってこないのだという、そういう思いで送り出している親

御さんがたくさんいらっしゃるというのを知っています。ですので、もし別海町に帰って

こられるとしても、多人数を望みたいのですけれども、そうでもないと思います。ぜひ別

海町に帰ってくる子供たちがどれぐらいいるのかというようなことも見きわめながら検討

していただきたいと思います。

次の質問に移ります。

二つ目です。町の障がい者施策についてです。

北海道は北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が暮らし

やすい地域の推進に関する条例を制定し、施行規則とともに平成２２年４月１日から施行

しました。人権擁護、生活の支援などに向けた環境の整備など、暮らしやすいまちづくり

を地域の人とともにつくり上げるため、市町村と緊密な連携を図りながら必要な措置を講

じるように努めることになっています。

別海町は福祉のまちとして常に努力しておられますが、この北海道の条例を活用し、障

がい者施策をさらに進めておられることと思います。現状についてお知らせください。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

瀧川議員の御質問にお答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

別海町の障がい者の施策につきましては、国の障がい者基本法に基づいて、道も策定し

ていますけれども、町も別海町障がい者計画というのをつくってございます。今ある計画

は平成１９年から２３年までの５カ年の計画になってございます。

それから、障がい者自立支援法に基づいて策定されております別海町第２期の障がい福

祉計画、これは前段申し上げました障がい者計画の実施計画版といいますか、３年間でつ

くっております。これは今、ちょうど２１年から２２年、２３年と、２期目にございま

す。こういう計画がございます。

それと、町の上位計画でございます別海町総合計画、これらの調整を図りながら、財政

状況もございますので、そういうことを勘案しながら各種の福祉施策を実施してきており

ます。
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お尋ねの件でございますけれども、大きく二つございます。一つ目は、障がい者の地域

生活支援事業というのがございます。それからもう一つは、障がい者自立支援事業と、大

きく二つ分けてございます。

前段の障がい者地域生活支援事業、これは町がやる事業でございますけれども、相談支

援事業、コミュニケーション支援事業、地域活動支援センター事業、日常生活用具給付事

業、移動支援事業、日中一時支援事業、生活サポート事業、訪問入浴サービス事業、八つ

の事業を展開してございます。事業費につきましては、平成２１年度の決算ベースで申し

上げますと１,６１９万円を事業費にしてございます。

２番目の障がい者の自立支援事業では、これも分類としましては、介護給付と訓練等給

付に、この中でまだ二つに分かれます。前段は義務化がございます。

介護給付としましては、居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障がい者等包括支

援、児童デイサービス、短期の入所、療護介護、生活介護、障がい者支援施設での夜間ケ

ア等、共同生活介護の１０個の事業を展開してございます。これにつきましては、件数で

いきますと、平成２１年度の実績ですけれども、２,３１１件で、１億７,３２２万円の事

業費をかけてございます。

それから、訓練等給付でございますけれども、これは自立訓練、機能訓練だとか生活訓

練、あとは就労移行支援、それから就労継続支援、当町はＢ型を採用しています。それか

ら、共同生活援助の四つの事業を実施しております。これは金額にしますと４,８０７万

５,０００円、件数では４４０件になっております。

これら両方の事業につきましては、国が２分の１、道が４分の１、町が４分の１という

ことになってございます。利用者の一部負担は、原則１割負担しますけれども、ことしの

４月１日から低所得者といいますか、生活保護世帯、それから年金の８０万円未満、それ

から町民税の非課税世帯につきましては無料というようなことで運用してございます。

以上でございます。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

たくさんの事業、いろいろな面にわたってされているというのが○５番（瀧川榮子君）

よくわかりました。これからも、今一番というか、問題になっているというか、ちょっと

大変かなと思われているのが、やっぱり移動のための支援のところが、それを受け持って

いる事業者にとっても難しいというような状況が出てきているのかなと思うのですけれど

も、その点について何か改善策のようなものはありますでしょうか。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

移動手段の確保ということでございますけれども、別海町で今取り組んでいる障がい者

を対象にする移動手段の確保としましては、障がい者の無料のバス利用券交付事業、これ

は年間１万２,０００円の券を交付しています。それから、福祉ハイヤー利用券といいま

して、これもまた年間１万２,０００円交付しております。去年の実績を見ますと、無料

バス利用券は１７３人で９０万３,０００円、ハイヤーの利用交付券では６５人で４４万

円の利用実績がございます。これは高齢者も含めた施策、大きな福祉施策でやってござい

ますので、高齢者を含めたバス利用の実績は３５９万円、ハイヤーのほうは２３４万２,

０００円となっております。年間に６００万円程度の移動手段経費がかかってございま

す。このほかに、障がい者の地域活動支援事業、移動支援でございますけれども、年間で

４８９万５,０００円を支出してございます。合わせると約１,０００万円以上ということ
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になっています。現行の事業を含めた総合的な事業展開をさらに検討する必要があると

思っています。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

家族によって介護を受けたりしている人たちの移動手段というの○５番（瀧川榮子君）

がかなり厳しくなっている現状があります。これからもいろいろ拡大の方向に検討という

ことですので、ぜひ検討をお願いしたいと思います。

二つ目です。今、障がい者が、グループホームだけでなくて、自分の住みたい場所に自

由に住み、生活できるよう、暮らしやすい地域づくりが必要となっています。公営住宅と

いうのではなく、本当に一般の人が経営しているアパートとかマンションとか、そういう

ところにも住んでいきたいというのが障がいを持っている方たちの切なる願いではないか

と思います。地域とともに共生していくための施策についてお聞きします。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

障がい者が地域で自立して安心して暮らせる環境づくりが必要であると思っておりま

す。本町の障がい者計画の中でも、地域における自立活動を支えるための仕組みづくり

や、サービスの充実、地域で自立するために働く場所、活動の場の確保、ともに生きるた

めの暮らしやすい環境づくりなど、推進課題は順次整理しているところでございます。

お尋ねの地域と共生していくための施策としましては、民間を含めました遊休施設だと

か、国の補助金といいますか、地域介護福祉空間整備等交付金、先進的事業支援特例交付

金というのがございます。これはもう既に２０年から全道で７０件以上採択されてござい

ます。最近では根室市、それから中標津町、ここでも先進的事業の特例交付金をつくりま

して、法人が事業主体になって、こういう共生の施設をつくってございます。こういうも

のも活用したいと。それから、こういうものを活用しまして、障がい者の通年の就労の場

の確保だとか、地域の人との交流の場を確保するとか、そういう施設を今検討していると

ころでございます。また、地域活動支援の中で、相互交流や連携の場を設けることについ

ても、この施設整備にあわせて検討したいというふうに思っております。

この交付金を受けるためには、障がい者も含めまして、高齢者との交流の場をつくると

いうのがメインでありますので、その施設が融合しないと３,０００万円の補助金の対象

になりませんので、そういう複合的な施設で共生の場を確保したいということで考えてい

るところでございます。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

さまざまな年齢の人が同じ場所で集える施設をつくる、共生型の○５番（瀧川榮子君）

施設について、町で検討を進めておられるということですので、補助金を使っての検討だ

とは思うのですけれども、ぜひいいものをつくっていただければなと思います。

次の質問に移ります。

三つ目です。国民健康保険についてです。

別海町では町民の約５０％が加入する国民健康保険の窓口での一部負担金減額、徴収猶

予の制度について、新たな基準を厚生労働省は都道府県に通知しました。厳しい生活状況

の中で、必要として出されたものと考えます。

保険者に対してＱ＆Ａも出され、新基準により自治体が負担する減額、免除について、

国が２分の１を特別調整交付金で補てんする方針です。

別海町においては、規則はありますが、これまで活用はされていないのが現状です。道
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内でも別海町は資格証明書発行数では群を抜いています。今回の通知により、減額、免

除、徴収猶予がされる世帯もあると考えます。滞納世帯でも、資格証明書を持つ世帯で

も、厚生労働省は今回は対象を拡大していただきたいとしています。安心して医療にかか

ることができる体制がとられると考えます。広報別海でお知らせが必要と考えますが、い

かがですか。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

一部負担金の減免だとか猶予につきましては、ことしの９月に国のほうから、厚生労働

省から通知が来てございます。一部負担金の徴収猶予及び減免並びに療養取り扱い機関の

一部負担金の取り扱いについての一部改正ということで通知がなされてございます。一部

負担金の減免等の判定基準であります収入減少の認定の基準について新たに示されたとい

いますか、そういう通知でございます。

今回示された基準は、市町村への技術的助言という形で位置づけられてございます。そ

れぞれもう既に市町村でそういう基準を持っているのがほとんどでございます。それで、

この通達した基準よりも、持っている市町村の基準が狭い場合、厚生労働省は、今回国が

示した基準まで対象を拡大してほしいということでございます。一方、市町村のほうが国

で示された基準よりも広いといいますか、要するにハードルが低い場合、これは狭める必

要はないよという通知の内容でございます。それで、厚生労働省が今回示した基準と当町

の基準を合わせますと、町のほうがハードルが低いということで、今回、規則の改正は

行っていない現状でございます。

また、厚生労働省が今回示しました収入減少の認定基準、これは事業や業務の休廃止、

失業等により収入が著しく減少したときなどに該当する場合の判断基準でございます。そ

うしますと、大体対象者はある程度限られてくるのかなというふうな考えでおります。

しかし、御指摘のように、この制度については住民に対して承知不足ということで、瀧

川議員おっしゃるとおりでございます。平成１７年にこの規則がございまして、広報で１

回流しておりますけれども、その後、手厚いフォローはしておりませので、周知不足とい

うことで、私たちもそう感じてございますので、議員の熱い思いも御理解できますので、

ぜひ今後、広報だとかポータルサイト、こういうものを通じて周知してまいりたいと思っ

ております。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

別海町としては、今ある制度、別海町にあるものを変更をするこ○５番（瀧川榮子君）

とはないということなのですけれども、今回は町として困窮者の基準の幅を広げる手立て

が必要なのではないかなというのを、このＱ＆Ａを見て思いました。ここのところでは、

滞納している世帯がこの基準の中に当てはまるようでしたら、この減免の制度、徴収猶

予、あるいは免除を適用してもいいというふうになっていますので、そこら辺のところで

はもっと広げていく必要があるのではないかなと思います。

それと、相談をしていて、資格証明しか持っていないというようなことで、滞納もして

いるということで相談をして、免除とか徴収猶予とかいうふうになったときに、それでも

なかなか、一度猶予しても、その後、お金が払い切れないというような世帯の場合には、

本人の希望というのもあるのですけれども、生活保護への移行も考慮しなさいというふう

な文言もあります。ですので、そこら辺のところも十分含んで、自治体として対応してい
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く必要があると思うのですけれども、いかがでしょうか。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

対象の世帯というのは、瀧川議員もよく御存じだと思いますけれども、大前提は災害だ

とか震災だとか風水害だとか、そういう災害に類して、亡くなったとか、障がいになった

とか、資産に重大な損害を受けた、こういう方が一つの要件でございます。それから、干

ばつだとか冷害だとか、そういう農作物の不作だとか、そういうものに類して収入が著し

く減ったと、それが２点目です。三つ目は、会社を運営していて休廃止、そのおかげで失

業になって収入が著しく減少したと。そのほか、生活が著しく困難というか、そういう人

方がまず大前提でございます。それで、町の規則上は、基準については国とは同じ基準に

なっております。ただ、認定のときの基準がちょっと幅が広いということでございます。

滞納している世帯といいますか、これについても、瀧川議員おっしゃるとおり、滞納して

いるから減免、猶予はしないかといったら、そうではなくて、それはまた別な問題でしな

さいという指導もございますので、それはやっていきたいというふうに思っております。

今現在、１１月末現在で、資格証明書の世帯は１００世帯で１３８人おります。それか

ら、短期証、これにつきましては１０２世帯の１４９人、このような状況になっておりま

す。御理解のほどよろしくお願いいたします。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

資格証明書がまたふえたのかなと思っております。今回は保険料○５番（瀧川榮子君）

滞納している世帯であっても新基準に該当する場合は減免を行うことというようなことと

か、保険証の返還の対象とならない特別の事情があると認められる場合には保険証の取り

扱いには留意するようにということも来ていますので、ぜひ留意をしていただきたいと。

資格証明書はかなり厳しいところでも全く出していないところもありますので、ぜひその

方向で努力していただきたいと思います。

二つ目です。国民健康保険の広域化についてお聞きします。

最近、国保の広域化ということが新聞に載るようになりました。広域化が国保財政の安

定につながるのかということで、不安の声が聞かれています。広域化は、法定外の一般繰

り入れの全廃であると指摘する声があります。現に別海町でも、２１年度は法定外繰り入

れを行い、赤字解消を行いました。広域化等支援方針策定要領では、期待される取り組み

として、赤字解消対策などに取り組むことが明記されているということを考えると、その

前段の措置ではないかと考えられます。

法定外繰り入れが全くなされなくなったときの国民健康保険への影響をどのように考え

ておられるか、お聞きします。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

平成２２年の国民健康保険法の改正、これは５月にございましたけれども、市町村国保

の都道府県単位化といいますか、これを進める環境整備としまして、国が定めた広域化等

支援方針策定要領を参考とし、新たに都道府県の判断で広域化等支援方針の策定ができる

ことになりました。現在、新たな高齢者の医療制度について検討されております。それか

ら、広域化等支援方針の内容についても、この影響を受けることが予想されるため、将来

目指すべき方向性を掲げつつ、北海道では当面、平成２４年度までに取り組むことにして

おります。最終的なといいますか、道のほうの策定化のことでございますけれども、この
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１２月中にいろいろ意見だとかそういうものを集約しまして、固めたい方向でいるようで

ございます。

また、厚生労働省の高齢者医療制度改革会議、これがこの間、新聞で最終報告案を示し

たわけでございますけれども、２０１８年、平成でいきますと３０年度、これを目標に、

全年齢を都道府県単位化するというような方針だということで報道に載ったわけでござい

ます。

このように、将来の医療制度が、ちょっと今、揺れるというのか、確定していない中

で、法定外の繰り入れが全くなくなるということは現時点では想定しておりません。国民

健康保険というのは、医療を中核としている事業でございますけれども、そのほかに保健

事業というのを必ずやることになってございます。特定健診のほかに町民の保健事業を展

開するという二面性を持っておりますので、これらに関しては町としても、国の負担金だ

けではなく、それ相応の基準外の繰り出しが必要である場合も考えられというふうにして

おりますので、これからの医療制度の方向性や社会の情勢を考慮しまして、適時判断して

いきたいと思っているところでございます。

以上です。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

今のところははっきり決まったことではないということですけれ○５番（瀧川榮子君）

ども、広域化をすることの理由として挙げているのは、小規模の保険者では財政が不安で

いるというようなこととか、それから、市町村により算定方法が違うとか、それから、健

康づくりなど、医療の適正化の取り組みに違いがあるということ。頑張っているところは

健康な人が多いけれども、頑張っていないところは病気の人が多いので、頑張りなさいと

いうことなのだと思いますけれども、それというのは、やはり頑張って病院にできるだけ

行かないようにしましょうと、それもいいことではあるのですけれども、病気になってし

まった人には苦しいかなというのもあります。

それと、理由として挙げられることが、収納率が低いからほかの保険者に負担が転嫁さ

れるというようなこととか、それから、今、各自治体がやっている保険料の上昇を抑制す

るために、一般会計から法定外繰り入れをする場合があるということで、広域化をすると

いうことのねらいとして挙げているということの中に、法定外繰り入れをすることがある

から、それをしない方向にということが明記されているのではないかと思います。

自治体としては、広域化に対して期待もあるということもあるのですけれども、大きな

不安もあるということで、毎日新聞では、全都道府県に広域化について反対か賛成かとい

うふうにしてアンケートをとったときに、賛成の自治体はわずか３であったということ

で、大方の都道府県が反対、その中には北海道も反対ということでアンケート調査に答え

ているというような現状であります。

別海町としては、この広域化に対して、アンケートを道のほうに送られたのかどうか。

もし送ったとすれば、町としては広域化に対して反対の方向性だったのか賛成の方向性

だったのか。北海道としては７３％が広域化はいいのではないのですかということで賛成

したという情報があるのですけれども、別海町としてはいかがですか。

福祉部長。○議長（渡邊政 君）

お答えいたします。○福祉部長（田村秀男君）

前段、瀧川議員、国保の現状と課題ということでお話がありました。やはり構造的な原

因が一つございます。それから、先ほど言いましたように、保険税の上昇を抑制するため
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に一般会計からの繰り出しが多いとか、こういう話がございました。確かにそのとおりで

ございます。

ただ、広域化の話につきまして、知事会は反対していますけれども、町として反対する

ことにはなってございません。指針の中で、瀧川議員は、一般会計からの繰り入れが全廃

になるというふうなことになっていましたけれども、そういうことではないのです。早急

に、赤字になっているところは繰上充用分のことについても計画的に改善していってくだ

さいよと。それから、一般会計の繰り入れによる赤字の補てんについては、できるだけ速

やかに保険料の引き上げだとか収納率の強化で埋めなさいよと、そういうようなことが広

域化の指針の中には書いてございます。広域化については、先ほど言ったように、知事会

では反対をしていますけれども、町としては今のところ反対の意思は示してございませ

ん。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

国保の広域化のところでは、ゆくゆくは法定外の繰り入れが、初○５番（瀧川榮子君）

めはあっても、だんだんと繰り入れがなくなるのではないかということでお話ししたつも

りでいます。

北海道の平成２０年度の道内の各自治体の法定外繰入金額の総計は１６９億円に上りま

す。もしこれが自治体が法定外繰り入れを全くしないということになって、各加入者が負

担するということになると、それは大変、今でも苦しい国保税ですのに、大変なことにな

ると思います。国民健康保険税が既に支払いの限度を超えているということがよく聞かれ

てきます。

中標津では、基金があったということもありますけれども、値下げがされました。値下

げが必要という声が大勢ですけれども、町としての認識としてはいかがですか。これ以上

の値上げには耐えられないという住民の声に対して、町としてはどのように考えていらっ

しゃるか、お聞きしたいと思います。

町長。○議長（渡邊政 君）

中標津町が我々と比べてどうなのか、ちょっと数字を持ち合わせ○町長（水沼 猛君）

ていないので言えませんが、これまでの状況の中で、何とか厳しいながらも、一般会計か

らの繰り入れ含めて、また、町民の皆さんの負担も求めながら、何とか今、やってきてお

ります。

今後、値下げするというような状況には、今全くないのかなと思っています。将来、こ

れから国保会計がどうなるか、その辺も我々も注視をしておりますが、できる限り値上げ

はしたくありませんし、できれば値下げをしたい、それは当然の思いでありますが、なか

なか現状はそうはいっていないということでありまして、ぜひ御理解いただきたいと思い

ます。

瀧川議員。○議長（渡邊政 君）

町のほうとしても一生懸命考えられて、できるだけ値上げしない○５番（瀧川榮子君）

方向でということで、計算に計算をされて出した金額が今の金額であるのであろうという

ことは認識していますが、支払うほうも、この間お話ししたのですけれども、収入の１０

％以上が国民健康保険税として出ていくということで、大変厳しいということを聞いてい

ます。これは皆さん国保税を払っている方でしたら実感していることではないかと思いま

す。５年間連続で国保の値上げが続きましたので、ぜひこれ以上値上げにならないよう

に、町としても努力していただきたいと思います。
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以上で質問を終わります。

以上で、瀧川榮子議員の一般質問を終了いたします。○議長（渡邊政 君）

──────────────────────────────────

◎散会宣告

以上で、本日の日程は、すべて終了いたしました。○議長（渡邊政 君）

なお、明日は本会議は休会となります。

なお、各常任委員会の開催がそれぞれ予定されておりますので、それぞれの常任委員長

に聞いて、よろしくお願いをいたしたいと思います。

それでは、本日はこれにて散会いたします。

どうも御苦労さまでした。

散会 午後 ４時１３分
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上記は、地方自治法第１２３条の規定により会議の次第を記載したものであ

る。

平成 年 月 日

署 名 者

別海町議会議長

議 員

議 員

議 員


